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◆本資料に掲載した各事業に関するご質問等は、直接、各所管課にお問い合わせください。　　　西東京市役所042-464-1311（代表）
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

1
多摩六都科学館組合
負担金

多摩北部地域(小平市、東村山
市、清瀬市、東久留米市及び西
東京市）住民の生涯学習の推進
を図り、圏域の文化の振興に寄
与することを目的とする。

多摩六都科学館の管理及び
運営。

多摩六都科学館の管理及び
運営に係る経費の一部を負担
する。

○ 1団体
多摩六都科学館組合
規約

222,031,000 0 56,320,000 0 165,711,000
企画部
企画政策課

2
多摩北部都市広域行
政圏協議会負担金

多摩北部地域(小平市、東村山
市、清瀬市、東久留米市及び西
東京市）における広域行政の推
進を図るため、広域行政圏計画
の策定及び広域行政圏の市民
の生涯学習を推進するための事
業を行う。

広域行政圏計画の策定及び
文化事業等共同事業の実施
及び専門委員会の運営等。

広域行政圏の市民の生涯学習
を推進するための事業に係る
経費の一部を負担する。

○ 1団体
多摩北部都市広域行
政圏協議会規約

4,391,000 0 2,964,000 0 1,427,000
企画部
企画政策課

3
四市行政連絡協議会
負担金

武蔵野市、三鷹市、小金井市及
び西東京市の市長が、多様化
する都市行政について、情報交
換及び諸問題の協議を通じて各
市の施策への一助とすることを
目的とする。

多様化する都市行政につい
て、情報交換及び諸問題の協
議を行なう。

四市行政連絡協議会に係る経
費の一部を負担する。

○ 1団体
四市行政連絡協議会
規約

50,000 0 0 0 50,000
企画部
企画政策課

4

多摩六都科学館５市共
同事業実施負担金（多
摩・島しょ子ども体験塾
事業）

多摩六都科学館組合組織市と
多摩六都科学館組合が、圏域
内の子どもたちに感動体験の場
と機会を提供することにより、次
世代を担う子どもたちの育成に
資することを目的とする。

圏域内の子どもたちに感動体
験の場と機会を提供する事業
を共同で実施する。

共同体験事業に係る経費の一
部を負担する。

○ 1団体

平成19年度多摩六都
科学館組合組織市多
摩・島しょ子ども体験
塾助成金活用事業実
施協定書

1,000,000 0 0 1,000,000 0
企画部
企画政策課

5
東京都市収益事業組
合負担金

自転車競走の施行に関する事
務を西東京市、三鷹市、福生
市、狛江市、東大和市、清瀬
市、東久留米市及び武蔵村山
市で共同処理する。

自転車競走の施行に関するこ
と。
※現在、組合の解散に向けて
清算中

組合の運営に関する経費及び
自転車競走の施行により生じ
た欠損補てんの一部を負担す
る。

○ 1団体
東京都市収益事業組
合規約

352,140,342 0 35,000,000 0 317,140,342
企画部
財政課

6 東京都市長会負担金
各市間の連絡調整を図り、市政
の円滑な運営と向上を期し、自
治発展に寄与する。

行政及び財政に関し、国や都
に対する要望活動等の事業を
行う。

分担金3,382,000円
（①一般分担金3,062,000円②
軽自動車税取扱分担金
320,000円）

○ 1団体 東京都市長会会則 3,382,000 0 0 0 3,382,000
企画部
秘書広報課

7 全国市長会負担金
全国の各自治体間の連絡調整
を図り、地方自治体の興隆・繁
栄に寄与する。

市政に関し、中央・地方の連絡
調整を図るとともに、内閣また
は国会に対する意見・具申を
行う。

分担金837,000円
（①人口15万人～20万人の均
等割額70,000円②人口区分割
額767,000円）

○ 1団体 全国市長会会則 837,000 0 0 0 837,000
企画部
秘書広報課

№ 事業名称 事 業 目 的
内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課
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8
全国市長会関東支部
負担金

関東地区の自治体間の連絡調
整を図り、市政に関し諸般事項
を調査し、各市の発展に寄与す
る。

市政に関し、中央・地方の連絡
調整を図るとともに、内閣また
は国会に対する意見・具申を
行う。

分担金40,000円 ○ 1団体
全国市長会関東支部
総会規則

40,000 0 0 0 40,000
企画部
秘書広報課

9
各種研究会及び臨時
負担金

市長及び副市長が出席する会
議等の参加費

全国の市長及び副市長の研
修･視察・情報交換等を目的と
する会議

①全国都市問題会議参加費
20,000円（10,000×2名）
②東京都市長会議及び意見
交換会参加費10,000円
（5,000×2名）
③東京都市区長会総会及び
意見交換会参加費10,000円
（5,000×2名）
④東京都市副市長会議及び
意見交換会参加費10,000円
（5,000×2名）

○ 4団体 東京都市長会会則 50,000 0 0 0 50,000
企画部
秘書広報課

10 日本広報協会負担金

全国の自治体の広報活動（広報
紙及びホームページ）に関する
情報提供を得ることにより、市の
広報活動の充実を図る。

日本広報協会の主な事業
1.広報に関する技術・資料の
提供
2.広報に関する調査・研究
3.広報に関する刊行物の発行
4.広報に関する研究会その他
各種研修会の開催
5.地方公共団体並びに広報関
係団体等との連携

負担金内容
年会費（人口10万人以上の
市）　42,000円

○ 1団体

社団法人日本広報協
会定款
社団法人日本広報協
会会費納入規定

42,000 0 0 0 42,000
企画部
秘書広報課

11
地方自治情報センター
負担金

地方自治体の情報処理に関す
る情報収集並びに調査を充実
することにより、事務水準の向上
を図る

（財）地方自治情報センターの
正会員費の負担

正会員会費
180,000／年会費

○ 1団体
（財）地方自治情報セ
ンター寄付行為外

180,000 0 0 0 180,000
企画部
情報推進課

12
電算システム研修参加
負担金

職員の技術水準の向上を図る
システム関係講習会参加受講
費

研修参加受講費11名 ○ 1団体 研修会受講費 821,100 0 0 0 821,100
企画部
情報推進課

13
東京電子自治体共同
運営協議会負担金

都内の地方公共団体が共同し
て電子自治体を実現することに
より、住民に対する行政サービス
の向上並びに行政運営の高度
化及び効率化を図る

情報セキュリティ委員会の専門
委員報酬、技術評価及び調査
等委託、その他共同運営に必
要な事項

東京電子自治体共同運営協
議会に係る経費の一部負担

○ 1団体

東京電子自治体共同
運営協議会規約
平成19年度負担金取
扱要領

352,000 0 0 0 352,000
企画部
情報推進課

14
東京市町村総合事務
組合負担金(管理分）

東京都全39市町村の住民の福
祉を増進するために必要な連
絡、調整、相互協力および共同
処理する事務事業の用に供す
る。

自治会館の管理運営等を行う
同団体に負担金を支出する。

○ 1団体
東京市町村総合事務
組合規約

4,006,000 0 0 0 4,006,000
総務部
総務法規課
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15
東京都統計協会負担
金

統計の普及・利用促進及び統計
関係者の資質向上を図る。

統計の普及啓発及び改善発
達を図る同団体に負担金を支
出する。

○ 1団体 東京都統計協会会則 20,000 0 0 0 20,000
総務部
総務法規課

16
東京都市統計協議会
負担金

国又は地方行政の基礎資料で
ある統計の重要性に鑑み、確実
な諸資料を作成供与するため各
市の相互連携と協力を図る。

確実な統計資料を作成供与す
るため各市の相互連携と協力
を図る同団体に負担金を支出
する。

○ 1団体
東京都市統計協議会
会則

10,000 0 0 0 10,000
総務部
総務法規課

17
東京都市固定資産評
価審査委員会審査事
務協議会負担金

固定資産評価審査事務の必要
事項の調査、研究、協議等を行
い、審査事務の公平円滑化を期
する。

評価審査事務に関する協議会 協議会負担金　2,500円×４人 ○ 1団体
東京都固定資産評価
審査委員会審査事務
協議会規約

10,000 0 0 0 10,000
総務部
総務法規課

18
固定資産評価審査委
員会運営研修会負担
金

委員及び事務局職員の研修を
行い、円滑な運営及び資質の向
上に資する。

固定資産税制度等に関する研
修

研修負担金　　1,500円×２人 ○ 1団体

財団法人資産評価シ
ステム研究センター寄
附行為及び事業計画
書

3,000 0 0 0 3,000
総務部
総務法規課

19
防火管理研究会負担
金

各事業所における自主防火管
理体制の確立を図り、災害の未
然防止と防火管理意識の高揚を
図るとともに、会員相互の連絡強
調及び地域の連携を目的とす
る。

防火に関する各種研修・講習
会の参加、自衛消防隊への指
導・助言の依頼、防火防災訓
練への指導依頼
（田無庁舎・保谷庁舎）

本会の目的を達成するために
行う事業等に要する経費につ
いて、年に一度会員である各
事業所に対して6,000円の負担
を求めるもの。

○ 1団体
西東京防火管理研究
会会則

12,000 0 0 0 12,000
総務部
管財課

20
安全運転管理者講習
会負担金

自動車を使用する企業におい
て、自動車の安全な運転を確保
するために、正・副安全運転管
理者を対象とした講習会を行う。

講習会を受講する安全運転管
理者１名につき4,200円、副安
全運転管理者１名につき2,800
円の負担を求めるもの。

○ 1団体
道路交通法第１０８条
の2第１項第１号

16,800 0 0 0 16,800
総務部
管財課

21
安全運転管理者負担
金

交通事故を防止するため安全運
転管理者等の所属する事業所
の安全運転管理の確立ならびに
会員相互の研さんと親睦をはか
る。

1.交通安全対策に関する調査
研究事項
2.安全運転管理者等の教養、
研修事項
3.関係機関、団体ならびに会
員との連絡事項
4.会員相互の親睦に関する事
項
5.その他本会の目的達成に必
要な事項

本会を運営するための年会費
として年に一度会員である各
事業所に対して9,800円の負担
を求めるもの。

○ 1団体
田無地区安全運転管
理者部会会則

9,800 0 0 0 9,800
総務部
管財課
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22
イングビル地下１階事
業者共同中継装置設
置分担金

イングビルの地下では携帯電話
が使用できず、地下店舗の営業
に支障が出る。また、災害時に
地下で携帯電話が使用できず、
避難等に支障がでることを回避
するため、地下に携帯電話用の
アンテナを設置する。

携帯電話用共同アンテナの設
置

ドコモ設置に要する分担金
420,000円
ＫＤＤＩ設置に要する分担金
315,000円

○ 2団体
電気通信設備設置契
約書

735,000 0 0 0 735,000
総務部
管財課

23
東京市町村総合事務
組合負担金

東京都の全39市町村の職員に
対する研修事業の用に供する

東京都市町村職員研修所が
行う研修事業

均等割 20%
職員数割　80%

○ １団体
東京都市町村総合事
務組合規約

9,687,000 0 0 0 9,687,000
総務部
職員課

24
通信教育研修経費助
成金

職員の自己啓発及び資質の向
上を図るため通信教育に要する
経費を助成する

通信教育の修了者に対して受
講料の５割を助成する

 298,000円を限度 ○
受講者　29名
修了者　16名

西東京市職員通信教
育研修実施及び経費
助成要綱

108,570 0 0 0 108,570
総務部
職員課

25 各種研修負担金
各種研修負担金、自主研究グ
ループ助成金

各種研修及び研究等の経費を
助成する

各種研修1,080,000円を限度
自主研究　 50,000円を限度

○ ○

各種研修負
担金 28件
自主研究 0
件

西東京市職員研修規
則
自主研究グループ助
成要綱

1,074,022 0 0 0 1,074,022
総務部
職員課

26
職員福利厚生費交付
金

互助会の事業を助成する
福利厚生事業、教養文化事
業、体育保健事業等への助成

18,000円×1,051人 ○ １団体

西東京市職員互助会
に関する条例、西東
京市職員互助会交付
金交付要綱

17,430,785 0 0 0 17,430,785
総務部
職員課

27
（財）東京都福利厚生
事業団交付金

都から派遣されている職員の福
利厚生事業の運営を助成する

都から派遣されている職員5名
分（教育指導課2名含む）の交
付金

給料月額×3.2/1000 ○ １団体
職員派遣に関する協
定

62,288 0 0 0 62,288
総務部
職員課

28
（社）東京都教職員互
助会交付金

都から派遣されている教育委員
会指導課職員の互助会事業の
運営を助成する

都から派遣されている教育指
導課職員2名分の交付金

給料月額×1.3／1000×3 ○ １団体
職員派遣に関する協
定

45,036 0 0 0 45,036
総務部
職員課
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29
衛生管理者受験講習
会負担金

衛生管理者の養成
衛生管理者資格取得受験のた
めの講習会受講料

3000円×2名 ○ １団体
西東京市職員の労働
安全衛生管理規則

3,000 0 0 0 3,000
総務部
職員課

30 産業医研修会負担金
医学及び産業衛生に関し専門
的知識を習得する

地方公務員安全衛生推進協
会が主催する産業医研修受講
料

2000円×1名 ○ １団体
西東京市職員の労働
安全衛生管理規則

2,000 0 0 0 2,000
総務部
職員課

31
電子調達情報提供負
担金

電子調達システムを使用し、契
約事務及び検査事務の円滑な
執行を行うため。

都内区市町村が共同して東京
電子自治体共同運営協議会を
立ち上げ、電子調達システム
の構築、管理運営を行ってお
り、本システムを使用して電子
による入札参加資格審査、入
札を実施している。

電子調達サービスの利用に伴
う負担金
【経営事項審査データ取得に
係る負担金】　１００，８００円
【CORINSデータ利用に係る負
担金】　８，１０２円

○ １団体

東京電子自治体共同
運営協議会規約及び
平成１９年度負担金取
扱要領

108,902 0 0 0 108,902
総務部
契約課

32 防犯協会補助金

地域安全運動を活発に推進し、
市民一人ひとりの防犯を高め、
犯罪のない住みよい街づくりに
貢献する。西東京市防犯協会が
実施する防犯活動に対して、補
助金を交付することにより、市民
生活の安全確保に資することを
目的とする。

各種犯罪防止及び少年非行
の防止のための広報活動・街
頭活動（キャーペン）・防犯パト
ロール活動をする。

防犯講演会、地区防犯座談
会、駅頭防犯キャンペーン、非
行防止少年野球大会、広報車
による巡回広報など、各種防犯
活動に必要な経費について補
助する。

○ 1団体
西東京市防犯協会補
助金交付要綱

1,310,000 0 0 0 1,310,000 危機管理室

33 防犯市民団体助成金

市内で防犯活動を行うために自
主的に設立された防犯活動団
体に対し、その活動経費の一部
を予算の範囲内で補助すること
により、防犯活動の活性化を推
進することを目的とする。

市内の防犯パトロールや声か
け運動などに必要な防犯活動
資器材・施設使用料・印刷製
本費・物品の購入経費・講演
会等の講師に対する謝礼の一
部を補助する。

各団体が購入した防犯活動資
器材の購入等の金額の２分の
１以内、１団体の上限20万円を
限度として補助する。

○ 15団体
西東京市防犯活動団
体補助金交付要綱

603,348 0 0 0 603,348 危機管理室

34 消防委託負担金

自治体ごとの単独消防では、消
防力の有機的機能が発揮できな
いなどの理由により、消防に関
する事務を特別区の消防を管理
する都知事をして管理させるた
め東京都に委託する。

消防に関する事務で、非常備
消防及び消防水利を除く事務
委託に係る負担金。

四半期ごとに負担している。地
方交付税法第11条の規定によ
り算出する委託市町村の負担
額に基づき算出した額。

○ 1団体
消防事務委託に関す
る規約

2,145,535,000 0 458,282,000 0 1,687,253,000 危機管理室

35
三多摩地区消防運営
協議会負担金

消防事務委託に伴う三多摩地
区の常備消防の運営に関する
都の消防計画について、知事に
意見を具申し、当該地区におけ
る消防行政の円滑な運営と消防
力の強化を期する。

消防事務を委託した東京都の
市町村長及び議会議長をもっ
て組織している。

年1回負担している。
会員市均等負担5,000円

○ 1団体
東京都三多摩地区消
防団運営協議会会則

5,000 0 0 0 5,000 危機管理室
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36
西東京防火防災協会
補助金

西東京防火防災協会が実施す
る防火防災活動に対して、協会
の負担を軽減し、もって災害の
ない安全で住み良いまちづくり
の確保に資する。

防火防災協会の主催又は他の
団体等との共催による災害予
防活動又は協会運営のための
事務費等に対し交付する。

予算の範囲内で補助してい
る。475,000円

○ 1団体
西東京防火防災協会
補助金交付要綱

475,000 0 0 0 475,000 危機管理室

37 消防団運営交付金
消防団の円滑な維持運営を実
現し、自治体消防活動の責務を
果たす。

消防団の会議、訓練・研修等
及び消防団の維持運営に関す
る経費に対し交付する。

本部運営費
350,000円+13,000円×244名
分団運営費
350,000円×12個分団

○ 13団体
西東京市消防団運営
交付金交付要綱

7,226,000 0 0 0 7,226,000 危機管理室

38
三多摩消防団連絡協
議会負担金

三多摩地区内消防相互の連絡
協調並びに消防団員の消防知
識向上及び福利厚生を図り、消
防団の活動の強化するとともに、
消防思想の普及等に寄与する。

三多摩地区内市町村消防団
長及び副団長をもって組織し
ている。

年1回負担している。
団均等割＋人員割124,000円

○ 1団体
東京都三多摩地区消
防団連絡協議会規約

124,000 0 0 0 124,000 危機管理室

39
北多摩地区消防団連
絡協議会負担金

地区内消防団の連絡協調と団
員の福祉増進並びに消防技術
の向上を図り、消防団活動を強
化するとともに、消防思想を普及
し、住民共同の福祉に寄与す
る。

北多摩地区消防団をもって組
織している。

年1回負担している。160,000円 ○ 1団体
東京都北多摩地区消
防団連絡協議会会則

160,000 0 0 0 160,000 危機管理室

40
北多摩地区消防大会
負担金

消防団の連絡協調、団員の士
気高揚および技術向上を図る。

北多摩地区消防団にて、年１
回実施する。

年１回負担している。
各団均等割50,000円

○ 1団体
東京都北多摩地区消
防団連絡協議会会則

50,000 0 0 0 50,000 危機管理室

41
東京都消防協会負担
金

都内消防団相互の連絡協調並
びに消防団員の知識等の向上
及び福利厚生を図るとともに、東
京都が行う消防諸行事に参加協
力し、消防思想の普及を徹底し
災害を未然に防止し、もって人
類共同の福祉増進に寄与する。

都内消防団をもって組織して
いる。

年１回負担している。
各団均等割+定員数割+世帯
数割
130,000円

○ 1団体
社団法人東京都消防
協会定款

130,000 0 0 0 130,000 危機管理室

42
消防団員災害補償等
市町村負担金

東京都市町村消防団員等公務
災害補償条例に基づき、団員等
が公務上の災害を受けた場合に
その災害によって生じた損害を
補償し、合わせて被災団員及び
その遺族の生活安定と福祉向上
に寄与する。

損害補償費負担金
退職報償金負担金
消防事務費負担金
賞じゅつ金負担金

損害補償費負担金
　1,127,673円
退職報償金負担金
　4,684,800円
消防事務費負担金
　　664,073円
賞じゅつ金負担金
　　 36,600円

○ 1団体

東京都市町村消防団
員等公務災害補償条
例
東京市町村総合事務
組合規約

6,513,146 0 0 0 6,513,146 危機管理室
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43
消火栓新設及び移設
等負担金

市町村はその区域内に消火栓
を設置した水道業者に対し、そ
の消火栓の設置及び管理に要
する費用、その他その水道が消
防用に使用されることにともない
増加した水道私設の設置及び
管理に要する費用につき、協議
により相当額を補償し、消防活
動に必要な最低限の消防水利
の充足に努める。

消火栓新設工事負担金
消火栓移設・取替工事負担金
消火栓補修工事負担金
消火栓水使用料負担金

新設工事（7基）2,375,898円
移設・取替工事（10基）
4,419,142円
補修工事(45) 17,954,162円
水使用料185,840円
消火栓工事事務費負担金
2,877,484円

○ 1団体
消防法、水道法、地
方公営企業法施行令

27,812,526 0 0 0 27,812,526 危機管理室

44
震災用井戸保存助成
金

震災用井戸について、その維持
管理に必要な経費の一部を負
担することにより、当該井戸の適
正な保存を図り、震災時その他
水道用水の補給が困難となった
場合において、市民の飲料水及
び生活用水の確保を図る。

要綱に基づき、震災用井戸に
指定された所有者に助成す
る。

震災用井戸１件対し、毎年予
算の範囲内で交付する。
震災用井戸１件につき3,000円

○ 183件
西東京市震災用井戸
保存助成費交付要綱

549,000 0 0 0 549,000 危機管理室

45 防災市民組織助成金

地域における防災活動の促進を
図るため、自主的に設立された
防災市民組織に対し、その活動
経費の一部を予算の範囲内で
補助する。

防災市民組織の防災資器材
購入経費について交付する。

補助金の額は、購入経費の
1/2の額を限度とする。

○ 24団体
西東京市防災市民組
織補助金交付要綱

2,657,241 0 0 0 2,657,241 危機管理室

46
東京都市町村戸籍住
民基本台帳事務協議
会負担金

戸籍並びに住民基本台帳に関
する諸法令の研究及び改善、進
歩を図る。

戸籍・住民基本台帳制度の運
用に係る意見交換及び職員対
象初級・中級研究会等

○ １団体
東京都市町村戸籍住
民基本台帳事務協議
会会則

6,000 0 0 0 6,000
市民部
市民課

47
東京都市町村戸籍住
民基本台帳事務協議
会北多摩支部負担金

戸籍及び住民基本台帳事務に
ついて研究協議し、もって的確
な事務処理及び能率化を図る。

各ケース研究及び研修会 ○ １団体
東京都市町村戸籍住
民基本台帳事務協議
会北多摩支部規約

2,000 0 0 0 2,000
市民部
市民課

48
東京都外国人登録事
務協議会負担金

事務処理の改善を図るとともに、
関係法令及び成規の研究、参
考資料の蒐収並びに会員相互
の連絡を緊密にする事に依って
外国人登録事務の適正かつ円
滑なる運営に資する。

新任・実務研修会及び視察等 ○ １団体
東京都外国人登録事
務協議会会則

14,100 0 0 0 14,100
市民部
市民課

49
全国都市国保主管課
長研究協議会負担金

全国の都市の国民健康保険主
管課長が一堂に会し、事業運営
上の諸問題を研究協議し、もっ
て国民健康保険事業の発展に
資する

全国都市国保主管課長研究
協議会

参加者負担金 ○
国民健康保
険中央会

全国都市国保主管課
長研究協議会開催要
領

4,000 0 0 0 4,000

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計
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50
職員福利厚生費交付
金

職員の福利厚生のための互助
会事業への助成を目的とする

福利厚生事業、教養文化事
業、体育保健事業等への助成

○ 1団体
西東京市職員互助会
に関する条例

348,953 0 0 0 348,953

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

51
東京都国民健康保険
団体連合会保険者負
担金

東京都国民健康保険団体連合
会事業の運営費の負担

東京都全市区町村で連合会
運営費を負担する。

○ 1団体 国民健康保険法 5,039,138 0 0 0 5,039,138

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

52
多摩地区（北）国保運
営協議会会長会負担
金

国民健康保険事業の長期安定
運営の実現に向け、関係機関と
連携のもと、国や都に対し補助
制度等の強化、拡充の要請等を
目的とする

多摩（北）地区17市の国保運
営協議会会長による定例総会
負担金

○ 1団体
多摩地区（北）国保運
営協議会会長会規約

13,000 0 0 0 13,000

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

53
療養給付負担金（一般
被保険者療養給付費）

病気等で医療機関にかかった
費用額の内、自己負担を除く医
療費について医療機関に支払う
ことを目的とする

東京都国保連合会が医療機
関からの各保険者に対する診
療報酬の請求を、保険者に代
わり審査し、医療機関への支
払を行なう

○
東京都国民
健康保険団
体連合会

国民健康保険法 6,267,561,557 2,064,791,193 406,924,184 1,196,732,431 2,599,113,749

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

54
療養給付負担金（退職
被保険者等療養給付
費）

病気等で医療機関にかかった
費用額の内、自己負担を除く医
療費について医療機関に支払う
ことを目的とする

東京都国保連合会が医療機
関からの各保険者に対する診
療報酬の請求を、保険者に代
わり審査し、医療機関への支
払を行なう

○
東京都国民
健康保険団
体連合会

国民健康保険法 3,607,329,704 0 0 2,739,862,527 867,467,177

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

55
療養費負担金（一般被
保険者療養費）

病気等で医療機関にかかった
費用額の内、自己負担を除く医
療費について医療機関に支払う
ことを目的とする

被保険者の一部負担を超えた
額を被保険者に支給

○
東京都国民
健康保険団
体連合会

国民健康保険法 161,141,270 53,086,527 10,462,168 0 97,592,575

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

56
療養費負担金（退職被
保険者等療養費）

病気等で医療機関にかかった
費用額の内、自己負担を除く医
療費について医療機関に支払う
ことを目的とする

被保険者の一部負担を超えた
額を被保険者に支給

○
東京都国民
健康保険団
体連合会

国民健康保険法 65,968,098 0 0 50,104,519 15,863,579

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

57
高額療養費（一般被保
険者高額療養費）

病気等で医療費の負担軽減を
目的とする

被保険者の一部負担が限度額
を超えた場合、超えた額を被
保険者に支給

○ 国保加入者 国民健康保険法 547,202,421 180,270,864 35,527,357 271,430,961 59,973,239

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

58
高額療養費（退職被保
険者等高額療養費）

病気等で医療費の負担軽減を
目的とする

被保険者の一部負担が限度額
を超えた場合、超えた額を被
保険者に支給

○ 国保加入者 国民健康保険法 268,261,993 0 0 203,752,094 64,509,899

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

59 出産育児一時金
保険者は、被保険者が出産等し
た場合、保険給付として支給す
る

被保険者が出産（死産・流産）
した場合、請求により保険給付
として支給する

1人につき350,000円 ○ 国保加入者 国民健康保険法 79,770,000 0 0 0 79,770,000

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

60 葬祭費
保険者は、被保険者が死亡した
場合、保険給付として支給する

被保険者が死亡した場合、そ
の葬祭を行なった人に請求に
より保険給付として支給する

1人につき50,000円 ○ 国保加入者 国民健康保険法 50,100,000 0 94,169 0 50,005,831

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

61
結核・精神医療給付金
（一般被保険者結核・
精神医療給付金）

病気等で医療機関にかかった
費用額の内、患者負担の軽減を
目的とする

東京都国保団体連合会が医
療機関からの各保険者に対す
る診療報酬の請求を、保険者
に代わり審査し、医療機関への
支払を行なう

○ 国保加入者 国民健康保険法 9,961,446 0 9,908,285 0 53,161

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

62
結核・精神医療給付金
（退職被保険者等結
核・精神医療給付金）

病気等で医療機関にかかった
費用額の内、患者負担の軽減を
目的とする

東京都国保団体連合会が医
療機関からの各保険者に対す
る診療報酬の請求を、保険者
に代わり審査し、医療機関への
支払を行なう

○ 国保加入者 国民健康保険法 1,061,706 0 1,056,040 0 5,666

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

63
老人保健医療費拠出
金

老人保健制度の長期安定を図り
長寿社会を確立させるため

社会保険診療報酬支払基金
全国の保険者及び国等の拠出
金をもとに運営

○ 1団体 国民健康保険法 3,350,372,182 930,615,815 169,684,675 627,250,860 1,622,820,832

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

64
老人保健事務費拠出
金

老人保健制度の長期安定を図り
長寿社会を確立させるため

社会保険診療報酬支払基金
全国の保険者及び国等の拠出
金をもとに運営

○ 1団体 国民健康保険法 54,017,758 0 0 0 54,017,758

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

65 介護納付金
介護保険制度の長期安定を図り
長寿社会を確立させるため

社会保険診療報酬支払基金
全国の保険者及び国等の納付
金をもとに運営

○ 1団体 国民健康保険法 989,552,201 378,188,035 62,492,000 0 548,872,166

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

66
高額医療費共同事業
医療費拠出金

医療技術の高度化や医療給付
体制の整備充実に伴ない、高額
な医療費の影響を緩和するため
の制度

東京都国民健康保険団体連
合会
東京都の国保保険者及び都の
補助により運営

○ 1団体 国民健康保険法 237,284,824 59,447,170 59,447,170 0 118,390,484

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

67
保険財政共同安定化
事業拠出金

都道府県内の市町村国保間の
保険料の平準化、財政の安定
化を図るため、30万円超の医療
費について、市町村国保の拠出
による共同事業制度

東京都国民健康保険団体連
合会
東京都国民健康保険団体連
合会が事業主体となり運営

○ 1団体 国民健康保険法 1,261,557,030 0 0 0 1,261,557,030

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

68
その他共同事業拠出
金

医療技術の高度化や医療給付
体制の整備充実に伴ない、高額
な医療費の影響を緩和するため
の制度

東京都国民健康保険団体連
合会
東京都の国保保険者及び都の
補助により運営

○ 1団体 国民健康保険法 5,950 0 0 0 5,950

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

69
健診、保健指導支援シ
ステム開発経費負担金

医療保険者に義務づけられる特
定健康診査、特定保健指導を支
援するシステムを東京都国民健
康保険団体連合会が開発する。

開発費用に充てるため、都内
参加保険者の被保険者数によ
り按分して負担する。
東京都国民健康保険団体連
合会

○ 1団体

東京都国民健康保険
団体連合会特定健
診・特定保健指導支
援システム開発経費
負担金規程

7,230,000 0 7,230,000 0 0

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

70 保養所宿泊助成費
被保険者の健康の保持増進を
図ることを目的とする

保養施設と契約して利用者に
対し一定額を市が補助する

○ 国保加入者 国民健康保険法 1,688,000 0 0 0 1,688,000

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

71 検査料補助金
被保険者の成人病予防の推進
と自主健康管理の向上を図るこ
とを目的とする

病院等と契約して人間ドック受
診者に対し一定額を市が負担
する

○ 国保加入者 国民健康保険法 20,368,000 0 0 0 20,368,000

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

72
東京都国民健康保険
団体連合会保険者負
担金

東京都国民健康保険団体連合
会事業の運営費の負担

東京都全市区町村で連合会
運営費を負担する

○ 1団体 国民健康保険法 4,267,283 0 0 0 4,267,283

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

73
健診、保健指導支援シ
ステム専用回線敷設等
工事負担金

健診、保健指導支援システム導
入に伴う工事負担金

専用回線敷設等工事負担金 ○ 1団体
国民健康保険法及び
東京都国民健康保険
団体連合会規約

771,855 0 0 0 771,855

市民部
健康年金課
※国民健康保
険特別会計

74
東京都国民年金協議
会負担金

国民年金事務に関する連携と研
究を行うとともに、関係諸機関と
緊密な連絡のもとに、この事業の
円滑な運営を図り、国民年金制
度の健全な発展に資することを
目的とする

1.国民年金に関する連絡及び
調査研究
2.国民年金制度に関する陳情
建議
3.国民年金制度の普及宣伝
4.国民年金に関する印刷物の
刊行
5.その他、協議会の目的達成
のために必要な事業

東京都区市町村による国民年
金調査、国に対する国民年金
制度改正要望書提出、研究及
び相互連絡、その他研修及び
会の目的を達成するための必
要経費

○ 1団体
東京都国民年金協議
会規約

8,000 0 0 0 8,000
市民部
健康年金課

75
日本国民年金協会負
担金

国民年金事務を円滑かつ国民
年金法等の改正、事務内容の
調査・研究及び研修等を期する
ことを目的とする。

国民年金法改正等に関する事
務内容の調査・研究及び研修
等の事業

国民年金法改正等に関する事
務内容の調査・研究及び研修
等のための必要経費

○ 1団体
全国組織・日本国民
年金協会会則

10,000 0 0 0 10,000
市民部
健康年金課

76
献血推進協議会補助
金

同会の活動を強化し、血液の供
給体制の円滑化と献血制度の
適正な運営を確保する。

献血者への粗品代や同会の事
務費等に関する経費を補助

772,000円 ○ 1団体
西東京市献血推進協
議会運営費等補助金
交付要綱

772,000 0 0 0 772,000
市民部
健康年金課

77
現物給付分医療費
（医療給付費）

病気等で医療機関にかかった
費用額のうち、自己負担額を除
く医療費について医療機関に支
払うことを目的とする。

東京都国保連合会及び社会
保険診療報酬支払基金が、医
療機関からの各保険者に対す
る診療報酬の請求を、保険者
に代わり審査し、医療機関への
支払を行う。

○

・東京都国民
健康保険連
合会
・東京都社会
保険支払基
金

老人保健法 12,274,009,696 3,518,628,311 895,172,979 6,878,085,994 982,122,412

市民部
健康年金課
※老人保健（医
療）特別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

78
現物給付分医療費
（医療費支給費）

病気等で医療費の負担軽減を
目的とする。

・医療受給者の一部負担金が
限度額を超えた場合、超えた
額を医療受給者に支給
・柔整、マッサージ・はり・きゅう
等の施術者へ自己負担額を除
く施術料を支払

○ 13,149件 老人保健法 365,299,810 104,721,626 26,642,192 204,706,006 29,229,986

市民部
健康年金課
※老人保健（医
療）特別会計

79 医師会事業補助金
市民の健康保持、医学知識の
普及、公衆衛生等の向上を図
る。

目的を達成するための事業運
営に要する経費を対象

1,200,000円 ○ 1団体
西東京市保健衛生関
係団体に対する補助
金交付要綱

1,200,000 0 0 0 1,200,000
市民部
健康年金課

80
歯科医師会事業補助
金

市民の健康保持、医学知識の
普及、公衆衛生等の向上を図
る。

目的を達成するための事業運
営に要する経費を対象

1,200,000円 ○ 1団体
西東京市保健衛生関
係団体に対する補助
金交付要綱

1,200,000 0 0 0 1,200,000
市民部
健康年金課

81 昭和病院負担金

組織市（小金井市、小平市、東
村山市、東久留米市、清瀬市、
東大和市、武蔵村山市及び西
東京市）の住民の健康を保持す
る。

医療法に定める公的医療機関
としての病院の設置及び管理
に関する事務、これに関連する
保健衛生事務を共同処理す
る。

事業収入、補助金、都負担金
その他の収入によるもののほ
か、組織市の分賦金をもって支
弁する。
経常算出分（均等割18％、患
者割80％、人口割2％）、補助
制度改正分

○ 1団体 昭和病院組合規約 218,043,000 0 0 0 218,043,000
市民部
健康年金課

82
救急業務連絡協議会
負担金

救急病院及び救急診療所、救
急協力医療機関並びに救急関
係機関と消防署との連絡を密に
して、救急業務の適正化、円滑
化を図る。

会費として年額50,000円 ○ 1団体
西東京救急業務連絡
協議会規約

50,000 0 0 0 50,000
市民部
健康年金課

83
広域連合事務費負担
金

東京都後期高齢者医療広域連
合の事務経費の支弁

東京都後期高齢者医療広域
連合の事務経費

○ 1団体

地方自治法第２９１条
の9及び東京都後期
高齢者医療広域連合
規約第１８条

27,163,455 0 0 0 27,163,455
市民部
健康年金課

84 東京税務協会負担金

地方税財政制度の実務研究、
関係資料の収集、講習及び納
税思想の普及宣伝等を行い税
務行政の円滑な運営に寄与し、
地方財政の確立に資することを
目的とする。

・地方税財政制度の調査研究
・講演会等の開催
・研究誌及び印刷物の頒布
・納税思想の普及宣伝
・国、都及び区市町村の税財
政制度運営に関する業務の協
力

東京都及び区市町村が負担
する同協会の分担金を市町村
が均等割額と税収割額によりそ
の６分の１を負担する。

○ 1団体
東京税務協会寄付行
為第3章第5条第3号

68,100 0 0 0 68,100
市民部
市民税課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

85
資産評価システムセン
ター負担金

資産の状況及びその評価の方
法に関する調査研究を行い、
もって国、地方公共団体等の諸
施策の推進に資することを目的
とする

・調査研究事業
・研修事業
・情報収集提供事業
・受託事業

『人口５万人以上20万人未満
の市』
に該当する為 90,000円

○ 1団体
財団法人資産評価シ
ステム研究センター会
員規定

90,000 0 0 0 90,000
市民部
資産税課

86
福祉推進協議会補助
金

地域福祉の充実に向けて活動し
ている団体であり、その運営費を
補助することにより、地域福祉の
向上に寄与する。

事業費（つどい、学習会等）に
関する経費を補助

○ 1団体
西東京市福祉推進協
議会等補助金交付要
綱

142,000 0 0 0 142,000
福祉部
生活福祉課

87
北多摩北地区保護司
会西東京分区補助金

保護司の使命達成に資する活
動を行う同会の運営費を補助す
ることにより団体の育成及び福
祉の向上に寄与する。

同会の事業費（研修費等）、事
務に関する経費

○ 1団体
北多摩北地区保護司
会西東京分区運営費
等補助金交付要綱

324,000 0 0 0 324,000
福祉部
生活福祉課

88
北多摩地区保護観察
協会負担金

北多摩地区内の犯罪予防更生
事業の強化を図り、地域社会の
健全育成に寄与するために、同
地域内１７市が、負担金を支出
する。

当該年度の前年の１０月１日現
在の人口（外国人登録を除
く。）に７円を乗じた負担

○ １団体
北多摩地区１８市の市
長会にて負担額を決
定した。

1,324,288 0 0 0 1,324,288
福祉部
生活福祉課

89
シルバー人材センター
運営費補助金

シルバー人材センターの健全な
運営を確保し、高齢者の生きが
いとての働く場所を提供するとと
もに高齢者福祉及び地域福祉
の向上に寄与する。

運営費補助（人件費、管理運
営費）、自主事業等開発推進
事業等。会員

○ 1団体

高齢者等の雇用の安
定等に関する法律
東京都シルバー人材
センター事業補助金
交付要綱
西東京市シルバー人
材センターに対する
運営費補助金交付要
綱

58,179,000 0 12,810,000 0 45,369,000
福祉部
生活福祉課

90
全国シルバー人材セン
ター協会賛助会員負担
金

シルバー事業の普及啓発事業、
研修事業等を行う同会に対し、
賛助会員負担金を支出する。

区市町村は賛助会員となり、会
費は年５万円

○ １団体
社団法人全国シル
バー人材センター事
業協会会費規定

50,000 0 0 0 50,000
福祉部
生活福祉課

91
社会福祉協議会補助
金

社会福祉協議会の事業費の一
部を補助することにより、住民参
加の地域福祉活動を促進し、地
域社会の福祉水準の向上を図
る。

人件費、管理運営費、ボラン
ティア･市民活動センター推進
事業、ふれあいのまちづくり事
業費、チェアーキャブ運行事
業費等

○ 1団体

平成20年度社会福祉
法人西東京市社会福
祉協議会に対する運
営費等補助金交付要
綱

198,603,000 0 3,400,000 0 195,203,000
福祉部
生活福祉課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

92
社会を明るくする運動
実施委員会補助金

罪を犯した者の更生に理解を深
め、明るい社会を目指す同会の
運営費を補助することにより福祉
の向上を目指す。

同会の活動費等に関する経費
を補助

○ 1団体

西東京市社会を明る
くする運動実施委員
会運営費等補助金交
付要綱

48,000 0 0 0 48,000
福祉部
生活福祉課

93
全国民生委員児童委
員連合会負担金

全国の民生委員児童委員に対
する広報事業、調査研究等を行
う同会に対し、負担金を支出す
る。

700円×民生委員定員数（当
該年度４月１日現在）

○ １団体
全国民生委員自動委
員連合会評議会にて
負担額を決定した

102,900 0 0 0 102,900
福祉部
生活福祉課

94
東京都民生委員連合
会負担金

東京都の民生委員児童委員に
対する研修事業、調査研究等を
行う同会に対し、負担金を支出
する。

5,400円×民生委員現員数（当
該年度４月１日現在）及び当該
年度新任者数

○ １団体
東京都民生委員連合
会理事会にて負担額
を決定した。

745,200 0 0 0 745,200
福祉部
生活福祉課

95
民生委員協議会補助
金

同協議会の研修及び広報活動
の充実をもって、同協議会の育
成及び福祉の向上を目的とす
る。

同会の研修費、事務費等に関
する経費

○ 1団体
西東京市民生児童委
員協議会運営費等補
助金交付要綱

1,826,000 0 0 0 1,826,000
福祉部
生活福祉課

96
評価受審費補助金（民
間施設等）

東京都が実施してる福祉サービ
ス第三者評価システムを活用
し、広く普及させ、もって利用者
本位の福祉の実現を図り、市民
の福祉向上に資することを目的
とし、補助金を交付する。

市内の福祉サービス提供事業
者（都が定めた評価実施対象
サービス）が都の認定評価機
関による第三者評価を実施し、
評価内容を公表することに同
意した場合、交付要綱に基づ
き補助金を交付する。

認知症高齢者グループホーム
及び認証保育所の補助金は60
万円を限度に、その他の事業
に対しては、15万円を限度に
補助

○ 16事業所

東京都福祉改革推進
事業補助要綱
西東京市福祉サービ
ス第三者評価補助交
付要綱

3,472,000 0 2,572,000 0 900,000
福祉部
生活福祉課

97 敬老行事補助金

敬老月間（９月）内に地域の高齢
者、ご自身を含めた個人・地域
団体の方々の企画・参加により
行われる敬老行事に対し助成
し、地域福祉の向上を図る。

市内の７０歳以上の高齢者が１
５人以上参加した団体で、敬老
期間中（９月）に「敬老」の文字
を挿入した行事を実施した団
体に対し補助金を交付する。

敬老行事を実施する団体又は
個人に対し、１行事20,000円を
限度し補助する。

○ ○ 187団体
敬老行事実施運営費
補助金交付要綱

3,731,782 0 0 0 3,731,782
福祉部
高齢者支援課

98
生活協力員家賃補助
金

高齢者アパートの入居者が安全
かつ快適な生活を営むことがで
きるよう緊急時の対応等のサー
ビスを提供するために設置する
生活協力員の家賃補助

都営住宅シルバーピアの生活
協力員家賃を補助する。

家賃相当分 ○ 4人
シルバーピア生活援
助員等設置要綱

4,563,895 0 0 0 4,563,895
福祉部
高齢者支援課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課
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支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

99
生活協力員研修費負
担金

高齢者アパートの入居者が安全
かつ快適な生活を営むことがで
きるよう緊急時の対応等のサー
ビスを提供するために設置する
生活協力員の研修

財団法人高齢者住宅財団が
主催する研修に生活協力員を
派遣する場合必要な負担金を
補助する。

12,000円×4人 ○ 4人
シルバーピア生活援
助員等設置要綱

48,000 0 24,000 0 24,000
福祉部
高齢者支援課

100
住宅改修理由書作成
業務助成費

介護保険の住宅改修理由書作
成の手続業務が無報酬のため
支援措置を行うため。

契約関係のない介護保険認定
者の住宅理由書作成業務を
行った、介護支援専門員、作
業療法士、理学療法士、住環
境コーディネーター２級以上の
資格取得者及び東京都高齢
者住宅改修アドバイザー研修
の終了者を雇用する事業所に
対して、補助金を交付する。

作成業務
1件あたり2,000円

○ 35件
住宅改修理由書作成
業務助成金交付要綱

70,000 0 0 0 70,000
福祉部
高齢者支援課

101 老人クラブ補助金

市内の老人クラブが行う活動に
対して、その事業費の一部を補
助し、地域高齢者福祉の増進を
図る。

社会奉仕活動，教養の向上，
健康増進への取り組みに等に
対して補助金を交付する。

単位クラブ月額24,000円＋＠
100円×加入会員数

○ 47団体
老人クラブ等運営費
補助金交付要綱

16,836,000 0 8,684,000 0 8,152,000
福祉部
高齢者支援課

102
老人クラブ連合会運営
費交付金

市内の老人クラブ連合会が行う
活動に対して、その事業費の一
部を補助し、地域高齢者福祉の
増進を図る。

社会奉仕活動，教養の向上，
健康増進への取り組みに等に
対して補助金を交付する。

老人クラブ連合会に年200万円
を助成する

○ 1団体
老人クラブ等運営費
補助金交付要綱

2,000,000 0 232,000 0 1,768,000
福祉部
高齢者支援課

103
老人ホーム等建設費補
助金

老人ホーム等の建設の促進，健
全な運営及び高齢者の福祉の
増進を図る

民間法人の行う特養ホーム及
び在宅サービスの建設に対
し、市が補助することにより一
定のベット数を確保する。

シャローム東久留米・第二喜久
松苑・健光園・クレイン・フロー
ラ田無・めぐみ園・あゆみえん・
保谷苑・小松原園・清快園・グ
リーンロード

○ 11団体
西東京市特別養護老
人ホーム等補助金交
付要綱

175,193,796 0 0 0 175,193,796
福祉部
高齢者支援課

104
老人保健施設等建設
費補助金

介護老人保健施設の整備を促
進し、もつて医療環境と老人福
祉の向上を図る。

市内に建設された老人保健施
設が地域の在宅介護支援に貢
献していくために、建設費の一
部を助成する。

ハートフル田無・ラビアンロー
ゼ・ラビアンローゼ富士見

○ ３団体
介護老人保健施設整
備費補助金交付要綱

4,842,608 0 0 0 4,842,608
福祉部
高齢者支援課

105 研修会参加負担金

平成18年4月より介護保険制度
改正に伴い、職員が制度の理解
及びスキルアップを図るための
研修費用。

認知症関係や介護予防事業
に対して職員が研修し、市民
に啓蒙活動を行い、正しい理
解の下で介護予防事業を展開
していく。

研修参加費 ○ 3団体 介護保険法 24,600 0 0 0 24,600
福祉部
高齢者支援課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課
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令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

106
三市運営協議会負担
金

介護老人福祉施設並びにデイ
ケアセンターを協同で利用する
ため、施設の助成及び運営に必
要な事項を協議すること。

武蔵野市・小金井市及び西東
京市において、協議及び合同
研修会等を実施し高齢福祉施
策の資質を高める。

負担金3万円 ○ 1団体

武蔵野市，小金井市
及び西東京市による
老人福祉施設協同利
用事業運営協議会規
約

30,000 0 0 0 30,000
福祉部
高齢者支援課

107
特別養護老人ホーム入
所希望者数調査事業
補助金

市内の特別養護老人ホームが
行った特別養護老人ホーム入所
希望者数調査事業に係る、郵送
料及びその返信に係る郵送料を
補助することにより負担の軽減を
図る。

特別養護老人ホームが行った
東京都の高齢社会対策区市
町村包括補助事業のうち特別
養護老人ホーム入所希望者数
調査事業について、当該入所
希望者数調査にかかった郵送
経費を補助する。

郵送経費 ○ 6団体

西東京市特別養護老
人ホーム入所希望者
数調査事業補助金交
付要綱

108,480 0 54,000 0 54,480
福祉部
高齢者支援課

108
介護保険利用者負担
軽減事業費（国制度・
社会福祉法人等）

低所得者で生計困難な人の介
護保険サービス利用の促進を図
る。

社会福祉法人等が生計困難な
低所得者に対してサービス利
用料を軽減した場合、当該社
会福祉法人に軽減に要した費
用の一部を助成する。

利用料の軽減を実施した社会
福祉法人等に対して軽減に要
した費用の１／２を助成

○ 2団体

西東京市社会福祉法
人等の生計困難者に
対する利用者負担額
軽減措置事業実施要
綱

118,004 0 59,000 0 59,004
福祉部
高齢者支援課

109

介護保険利用者負担
軽減事業費（都制度・
介護サービス提供事業
者）

低所得者で生計困難な人の介
護保険サービス利用の促進を図
る。

介護サービス提供事業者が生
計困難な低所得者に対して
サービス利用料を軽減した場
合、当該介護サービス提供事
業者に軽減に要した費用の一
部を助成する。

利用料の軽減を実施した介護
サービス提供事業者に対して
軽減に要した費用の１／２を助
成

○ 3団体

西東京市介護保険
サービス提供事業者
の生計困難者に対す
る利用者負担額軽減
措置事業実施要綱

28,550 0 14,000 0 14,550
福祉部
高齢者支援課

110
職員福利厚生費交付
金

職員互助会の事業を助成する。
福利厚生事業、教養文化事
業、体育保健事業等への助成

18,000円×24人=432,000円
超過交付返還金51,324円

○ 1団体
西東京市職員互助会
に関する条例

380,676 0 0 0 380,676

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

111 研修会参加負担金

介護認定調査等に従事する専
門職員の介護支援専門員証の
有効期間の更新（５年毎の更新）
を行う。

厚生労働省令で定める更新研
修

介護支援専門員更新研修参
加費： 26,560円×10人
=265,600円
     31,860円×1人=31,860円
情報交換会費
      2,000円×2人=4,000円

○

1団体（財団
法人東京都
高齢者研究・
福祉振興財
団）

介護保険法 301,460 0 0 0 301,460

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

112
居宅介護サービス等保
険給付費

介護保険の被保険者の要介護
状態等に関して必要な保険給付
を行う。

介護保険における居宅介護
サービス（訪問介護、通所介
護、入浴サービス等）、福祉用
具の購入費、住宅改修費

サービス利用した場合、費用
の９割を給付

○

要介護認定
者　5,862人
（平成19年度
末）

介護保険法 3,434,510,006 707,952,806 522,543,035 1,774,700,414 429,313,751

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計
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令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

113
施設介護サービス等保
険給付費

介護保険の被保険者の要介護
状態に関して必要な保険給付を
行う。

介護保険における介護老人福
祉施設等の施設介護サービス

サービス利用した場合、費用
の９割を給付

○

要介護認定
者　5,862人
（平成19年度
末）

介護保険法 3,283,506,952 676,826,667 499,568,697 1,696,673,219 410,438,369

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

114
地域密着型介護サー
ビス等保険給付費

介護保険の被保険者の要介護
状態に関して必要な保険給付を
行う。

高齢者が住み慣れた地域での
生活を継続する為生活圏域ご
とのサービス

サービス利用した場合、費用
の９割を給付

○

要介護認定
者　5,862人
（平成19年度
末）

介護保険法 434,680,739 89,600,394 66,134,439 224,610,814 54,335,092

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

115
特定入所者介護サー
ビス等費

低所得者が、介護保険施設など
を利用した際に支払う、食費と居
住費（滞在費）の自己負担の急
騰を防ぐ。

介護保険法の改正（H.17.10.1
施行）により、食費や居住費
（滞在費）が保険給付の対象か
ら除外され自己負担になったこ
とに伴う、低所得者の負担の軽
減

食費及び居住費（滞在費）の
基準費用額（厚生労働大臣が
定める）から所得の状況に応じ
て定められた負担限度額を控
除した額を補助

○

一定の所得
要件に該当
する要介護
認定者で市
が認定した者
1,261人（平
成19年度末）

介護保険法 259,743,305 53,540,680 39,518,608 134,216,104 32,467,913

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

116
介護予防サービス等保
険給付費

介護保険の被保険者が要支援
状態に関して必要な保険給付を
行う。

介護保険における居宅支援
サービス（訪問介護、通所介
護、入浴サービス等）、福祉用
具の購入費、住宅改修費

サービス利用した場合、費用
の９割を給付

○

要介護認定
者　5,862人
（平成19年度
末）

介護保険法 342,928,836 80,067,108 42,866,104 177,129,520 42,866,104

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

117
地域密着型介護予防
サービス等保険給付費

介護保険の被保険者が要支援
状態に関して必要な保険給付を
行う。

高齢者が住み慣れた地域での
生活を継続する為生活圏域ご
とのサービス

サービス利用した場合、費用
の９割を給付

○

要介護認定
者　5,862人
（平成19年度
末）

介護保険法 565,903 132,127 70,738 292,300 70,738

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

118
特定入所者介護予防
サービス等費

低所得者が、ショートステイを利
用した際に支払う、食費と滞在
費の自己負担の急騰を防ぐ。

介護保険法の改正（H.17.10.1
施行）により、食費や滞在費が
保険給付の対象から除外され
自己負担になったことに伴う、
低所得者の負担の軽減

食費及び滞在費の基準費用
額（厚生労働大臣が定める）か
ら所得の状況に応じて定めら
れた負担限度額を控除した額
を補助

○

一定の所得
要件に該当
する要介護
認定者で市
が認定した者
1,261人（平
成19年度末）

介護保険法 140,750 32,862 17,594 72,700 17,594

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

119
高額介護サービス等保
険給付費

介護保険のサービスの利用料が
高額となリ、利用者の家計の著し
い負担となるのを防ぐ。

介護保険における居宅介護
サービス、施設介護サービス、
居宅支援サービスの自己負担
の軽減

１割の自己負担が一定額を超
えた場合、その超えた部分を
補助

○

要介護認定
者　5,862人
（平成19年度
末）

介護保険法 123,704,923 29,138,984 15,463,115 63,639,709 15,463,115

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

120
財政安定化基金拠出
金

保険者の介護保険運営の安定
を図るため各都道府県毎に財政
安定化基金を設置する。

東京都が設置した財政安定化
基金に一定額を拠出する。

財政安定化基金に対して介護
保険給付総額の一定割合を拠
出

○

１団体（東京
都介護保険
財政安定化
基金）

介護保険法 2,527,125 0 0 0 2,527,125

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特
別会計

121

自立支援介護給付・訓
練等給付費（精神障害
者グループホーム等運
営費補助金）

精神障害者の地域社会におけ
る生活の場を確保し、その自立
を促進することを目的とする。

社会福祉法人、医療法人等非
営利法人が設置運営する精神
障害者グループホームの運営
等に要する経費の一部を補助
する。

開設準備費、事業費、施設借
上費、運営強化費

○ 5施設

西東京市精神障害者
グループホーム事業
の運営及び補助に関
する要綱

6,004,986 0 4,503,000 0 1,501,986
福祉部
障害福祉課

122
地域生活支援事業費
心身障害者自動車運
転教習費補助事業

心身障害者の日常生活の利便
及び生活圏の拡大を図り、その
福祉の増進に資することを目的
とする。

自動車運転免許を取得する際
に要する費用の一部を補助す
る。

＊道路交通法に規定する第１
種普通自動車運転免許の取
得経費（限度額有）
＊道路交通法施行規則に規
定する限定の一部解除で排気
量等の限定解除経費（限度額
有）

○

身体障害者
手帳所持者
（部位による
等級差あり）
及び、愛の手
帳所持者

西東京市心身障害者
自動車運転教習費補
助事業実施要綱

618,000
0

包括補助有
0

包括補助有
0 618,000

福祉部
障害福祉課

123
心身障害者(児)通所訓
練等事業関係費（運営
費補助金）

＊心身障害者、保護者等のグ
ループが実施する心身障害
（児）訓練事業、心身障害者授
産事業及び地域デイサービス事
業の円滑な執行が行われること
により、在宅心身障害者（児）の
自立促進を図ることを目的とす
る。
＊小規模授産施設事業の円滑
な執行を図ることを目的とする。

＊心身障害者、保護者等のグ
ループが実施する心身障害
（児）訓練事業、心身障害者授
産事業及び地域デイサービス
事業に要する経費の一部を補
助する。
＊西東京市において小規模授
産施設事業を運営する社会福
祉法人に対し、その事業に要
する経費の一部を補助する。

事業に要する経費の一部 ○ 11施設

＊西東京市心身障害
者(児)通所訓練等事
業運営費補助金交付
要綱
＊西東京市小規模通
所授産施設事業運営
費補助金交付要綱

198,493,744 22,500,000 116,801,000 0 59,192,744
福祉部
障害福祉課

124
精神障害者共同作業
所通所訓練事業関係
費（運営費補助金）

在宅精神障害者の社会適応訓
練の場を確保し、もって社会復
帰の促進を図ることを目的とす
る。

西東京市における精神障害者
共同作業所通所訓練事業に
要する経費について、その一
部を補助する。

事業に要する経費の一部
※運営費、交通費、施設借上
料等

○ 4施設

西東京市精神障害者
共同作業所通所訓練
事業運営費補助金交
付要綱

73,753,449 0 48,020,000 0 25,733,449
福祉部
障害福祉課

125
知的障害者更生施設
建設費助成事業費

知的障害者更生施設入所待機
者の緩和、緊急一時、ショートス
テイ事業の充実を図ることを目
的とする。

心身障害者施設の施設整備
経費を補助する。

建設費の一部 ○ 1施設
西東京市心身障害者
施設補助金交付要綱

3,000,000 0 0 0 3,000,000
福祉部
障害福祉課

126
地域福祉団体等振興
事業費（福祉団体運営
費補助金）

西東京市における福祉団体の
育成並びに福祉の向上に寄与
することを目的とする。

西東京市における福祉団体の
運営に対し、その経費の一部
を助成する。

団体の整備拡充、管理運営等
に要する経費の一部

○ 10団体
西東京市福祉団体運
営費補助金交付要綱

4,883,000 0 2,441,000 0 2,442,000
福祉部
障害福祉課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

127
地域福祉団体等振興
事業費（地域福祉振興
事業運営費補助金）

地域福祉の振興を図ることを目
的とする。

西東京市において活動をする
福祉団体が行う地域福祉振興
事業に対し、経費の一部を補
助する。

在宅福祉事業の運営に要する
コーディネーター人件費、需用
費、役務費、使用料及び賃借
料、備品購入費等の一部

○ 2団体
西東京市地域福祉振
興事業運営費補助金
交付要綱

4,871,000 0 0 0 4,871,000
福祉部
障害福祉課

128
自立支援介護給付・訓
練等給付利用者負担
軽減事業費

障害福祉サービスの利用の促進
を図り、もって西東京市における
障害者の福祉の増進に寄与す
ることを目的とする。

障害福祉サービスを提供する
社会福祉法人等に対して助成
する。

生計困難利用者の負担額の一
部

○

障害者自立
支援法に基
づく障害福祉
サービスを提
供する社会
福祉法人等

＊西東京市社会福祉
法人等による生計困
難者に対する利用者
負担軽減事業実施要
綱
＊西東京市障害福祉
サービス提供事業者
による生計困難者に
対する利用者負担軽
減事業実施要綱
＊西東京市社会福祉
法人等による生計困
難者に対する食費等
実費負担減免事業実
施要綱

15,437 0 0 0 15,437
福祉部
障害福祉課

129
通所サービス利用促
進・デイサービス緊急
移行支援事業費

＊新体系の日中活動サービス
事業所及び旧体系の通所施設
における送迎サービスの実施を
促進し、利用者がサービスを利
用しやすくし、利用者負担軽減
を図ることを目的とする。
＊新たなサービスへの移行が直
ちにできないデイサービス事業
及び精神障害者地域生活支援
センター等が、円滑に移行でき
るよう、経過的な措置として運営
費を助成する。

＊利用者の送迎を行った場
合、直近１月間の送迎実績が
週３回以上であるものに、送迎
に要する費用を助成する。
＊直ちに新サービス移行が困
難であるデイサービス事業所
等が地域活動支援センター又
は個別給付への移行計画を作
成した場合に必要となる運営
費等を助成する。

＊送迎に要する費用
＊運営費及び体制整備（補助
員雇上費、備品等更新費、改
修費等）に係る経費

○ 1団体

＊西東京市デイサー
ビス事業緊急移行支
援補助金交付要綱
＊西東京市通所サー
ビス利用促進補助金
交付要綱

2,400,000 0 2,175,000 0 225,000
福祉部
障害福祉課

130 母子団体補助金

母子及び寡婦家庭の交流並び
に団体の育成を図ることで、母
子福祉及び寡婦福祉の向上を
図る。

母子団体の１年間の事業活動
経費の補助

補助額　400,000円 〇 １団体
西東京市福祉団体運
営費補助金交付要綱

400,000 0 0 0 400,000
子育て支援部
子育て支援課

131
私立幼稚園等就園奨
励事業

私立幼稚園の設置者が在園し
ている幼児の保護者に対し、入
園料及び保育料を減免する場
合に私立幼稚園等就園奨励費
補助金の交付を実施する

私立幼稚園の設置者が在園し
ている園児の保護者に対し、
入園料及び保育料を減免する
場合に市民税の所得割課税額
に基づく階層区分の補助金額
の範囲内において補助を行う。
（第1子・第2子・第3子以降で
補助金額が異なる）

所得割課税額の階層区分及
び補助金額は、国の基準に準
じる。

○ 1,754人
西東京市私立幼稚園
等就園奨励費補助金
交付要綱

131,048,200 34,572,000 0 0 96,476,200
子育て支援部
子育て支援課

132
私立幼稚園等就園奨
励事業

幼稚園類似施設の設置者が在
園している幼児の保護者に対
し、入園料及び保育料を減免す
る場合に私立幼稚園等就園奨
励費補助金の交付を実施する

幼稚園類似施設の設置者が在
園している園児の保護者に対
し、入園料及び保育料を減免
する場合に市民税の所得割課
税額に基づく階層区分の補助
金額の範囲内において補助を
行う。（第1子・第2子・第4子以
降で補助金額が異なる）

所得割課税額の階層区分は国
の基準に準じ、補助金額は、
市の単独補助による。

○ 72人
西東京市私立幼稚園
等就園奨励費補助金
交付要綱

1,740,400 0 0 0 1,740,400
子育て支援部
子育て支援課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

133
私立幼稚園等園児保
護者負担軽減事業

私立幼稚園に在籍する幼児の
保護者に対して補助することに
より保護者の負担を軽減し、幼
児教育の振興と充実を図ること
を目的とする

幼稚園に在園している幼児の
保護者に対して市民税の所得
割課税額に基づく補助区分に
より補助する。（第1子・第2子以
降で補助金額が異なる）

所得割課税額の補助区分は、
都に準じる。
補助金額（月額）は、都基準＋
5,200円

○
延べ
38,182人

西東京市私立幼稚園
等園児保護者負担軽
減事業費補助金交付
要綱

289,197,300 0 91,109,700 0 198,087,600
子育て支援部
子育て支援課

134
私立幼稚園等園児保
護者負担軽減事業

幼稚園類似施設に在籍する幼
児の保護者に対して補助するこ
とにより保護者の負担を軽減し、
幼児教育の振興と充実を図るこ
とを目的とする

幼稚園類似の施設に在園して
いる幼児の保護者に対して市
民税の所得割課税額に基づく
補助区分により補助する。（第1
子・第2子以降で補助金額が異
なる）

所得割課税額の補助区分は、
都に準じる。
補助金額（月額）は、都基準＋
5,200円

○
延べ
1,472人

西東京市私立幼稚園
等園児保護者負担軽
減事業費補助金交付
要綱

11,195,100 0 3,540,700 0 7,654,400
子育て支援部
子育て支援課

135
私立幼稚園等園児保
護者負担軽減事業

無認可幼児施設に在籍する幼
児の保護者に対して補助するこ
とにより保護者の負担を軽減し、
幼児教育の振興と充実を図るこ
とを目的とする

無認可幼児施設に通園させて
いる世帯に対して月額5,200円
を補助する

補助金額（月額）は、一律
5,200円

○
延べ
329人

西東京市私立幼稚園
等園児保護者負担軽
減事業費補助金交付
要綱

1,710,800 0 0 0 1,710,800
子育て支援部
子育て支援課

136 私立幼稚園補助金

私立幼稚園及び私立幼稚園類
似施設に対して補助金を交付す
ることにより、幼児教育の振興及
び充実を図ることを目的とする。

私立幼稚園が、園児教育の向
上及び充実を図ることを目的と
して実施する有益性のある事
業。教職員の資質の向上と教
育内容の充実を目的として実
施する事業。園児の健康を維
持することを目的として実施す
る事業に要する経費の一部を
補助する。

補助金は、毎年度予算の範囲
内
私立幼稚園補助金
平成19年度予算5,460,000円
14園　１園平均390,000円

○ 14団体
西東京市私立幼稚園
補助金交付要綱

5,460,000 0 1,492,200 0 3,967,800
子育て支援部
子育て支援課

137
私立幼稚園類似施設
補助金

私立幼稚園及び私立幼稚園類
似施設に対して補助金を交付す
ることにより、幼児教育の振興及
び充実を図ることを目的とする。

私立幼稚園類似施設が、園児
教育の向上及び充実を図るこ
とを目的として実施する有益性
のある事業。教職員の資質の
向上と教育内容の充実を目的
として実施する事業。園児の健
康を維持することを目的として
実施する事業に要する経費の
一部を補助する。

補助金は、毎年度予算の範囲
内
私立幼稚園類似施設補助金
平成19年度予算660,000円
３園　１園220,000円

○ 3団体
西東京市私立幼稚園
類似施設補助金交付
要綱

660,000 0 0 0 660,000
子育て支援部
子育て支援課

138 認定こども園補助金

認定こども園に対し運営費等の
一部を補助することにより、就学
前の子どもに対して教育、保育
等の総合的な提供の推進を図る
ことを目的とする。

東京都認定こども園の認定基
準に関する条例に基づき設置
する認定こども園に対し、運営
費等の一部（東京都認定こども
園運営費等補助金交付要綱
別表に掲げる項目）を補助す
る。

補助金は、毎年度予算の範囲
内
認定こども園補助金
平成19年度に要綱設置

○ 1団体
西東京市認定こども
園補助金交付要綱

949,000 0 473,000 0 476,000
子育て支援部
子育て支援課

139 保育所市補助分

社会福祉法人が経営する保育
所の保育内容及び運営の充実
を図ると伴に、保育の継続性を
保つ。

西東京市民間保育所運営費
補助要綱に基づき市単独の補
助金を交付する。

保育所運営費及び人件費の
補助。

○
管内５団体
管外21団体

西東京市民間保育所
運営費補助要綱

61,079,883 0 0 0 61,079,883
子育て支援部
保育課
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140
延長保育事業費補助
金

社会福祉法人が経営する保育
所の保育内容及び運営の充実
を図り、延長保育事業を円滑に
実施し、乳幼児の福祉の向上を
図る。

西東京市延長保育事業補助
金交付要綱に基づき補助金を
交付する。

午後6時から7時までの延長保
育事業における人件費の補
助。

○ ５団体
西東京市延長保育事
業補助金交付要綱

13,939,200 7,646,400 0 0 6,292,800
子育て支援部
保育課

141 保護者補助金
認証保育所及び保育室・家庭福
祉員に児童を入所させている保
護者の負担の軽減を図る

認証保育所及び保育室・家庭
福祉員に児童を入所させてい
る保護者に助成金を支給し、
保護者負担の軽減を図る。

認証保育所及び保育室・家庭
福祉員を利用している保護者
に対し1人につきひと月5700円
を補助する。

○

上半期
　369人
下半期
　384人

西東京市保育室等入
所児保護者助成金支
給要綱

22,423,800 0 0 0 22,423,800
子育て支援部
保育課

142
認証保育所運営費補
助金

保育を必要とする児童が利用す
る認証保育所が、特色を生かし
た運営を行う事により児童福祉
の増進が図られる。

西東京市認証保育所補助金
交付要綱に基づき補助金を交
付する。

事務費及び運営費・人件費の
補助。

○
管内11団体
管外23団体

西東京市認証保育所
補助金交付要綱

309,931,780 0 154,740,000 0 155,191,780
子育て支援部
保育課

143
評価受審費補助金（認
証保育所）

保育園利用者にサービスの選択
の情報を提供すると共に保育
サービス提供事業者にサービス
の質の向上への取組を促進す
る。

保育サービスの内容や質ま
た、経営や組織のマネジメント
の力量等を評価する。

第三者評価受審費の補助 ○ 管内5団体
西東京市福祉第三者
評価受審費補助金交
付要綱

2,638,500 0 2,638,500 0 0
子育て支援部
保育課

144 保育士研修会負担金
児童処遇の向上のスキルアップ
と保育園運営管理の知識習得
のため。

児童福祉法第23条の規定に基
づき入所した児童の在籍する
保育所についてその児童の処
遇の改善及び保育所の運営の
充実を図る。

保育士等の研修に伴う負担金
の補助を行う。負担金は研修
により異なる。
（研修17回63名参加）

○ 12団体 研修参加費 285,000 0 0 0 285,000
子育て支援部
保育課

145
東京都社会福祉協議
会会員負担金

児童処遇の向上のスキルアップ
と保育園運営管理の知識習得
のため。

児童福祉法第24条の規定に基
づき入所した児童の在籍する
保育所についてその児童の処
遇の改善及び保育所の運営の
充実を図る。

公立保育園の施設定員に応じ
て負担額が異なる。
（公立保育園４園）

○ 4団体
東京都社会福祉協議
会規程

108,900 0 0 0 108,900
子育て支援部
保育課

146
日本スポーツ振興セン
ター掛金

保育園の適正な運営管理のた
め。

公立保育園児全員を対象とし
て、保育園の管理化（通園中
含）における園児の災害に関
する必要な給付について掛金
を負担する。

保育園入所児童に対し１人に
つき掛金375円(前年度中途加
入者385円)を負担する。要保
護者については、別途１人に
つき65円(前年度中途加入者
75円)を負担する。

○
一般1,466人
要保護12人

独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター
災害共済給付制度に
より

572,345 0 0 0 572,345
子育て支援部
保育課
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147
児童館母親クラブ育成
事業補助金

市立児童館母親クラブの活動に
ついて、その運営費の一部を補
助

母親の連帯組織など児童健全
育成に寄与する自主的な団体
で、1団体の会員がおおむね
30人以上のもの

○ 2団体
西東京市立児童館母
親クラブ活動育成事
業補助金交付要綱

190,000 0 0 0 190,000
子育て支援部
児童青少年課

148
東京都公立児童厚生
施設連絡協議会負担
金

都内の公立児童厚生施設(学童
クラブ含む)が、相互の連絡提携
のもとに施設活動の発展を図り、
もって児童の健全育成に寄与す
ることを目的とする

相互の情報交換、職員の研
修、運営に関する相互援助、
その他本会の目的を達成する
ために必要な事業

○ 1団体

東京都公立児童厚生
施設連絡協議会規約
東京都公立児童厚生
施設連絡協議会運営
に伴う分担金基準

48,900 0 0 0 48,900
子育て支援部
児童青少年課

149
東京都市町村児童厚
生施設関係職員事務
研究会負担金

三多摩の公立児童厚生施設
が、施設運営に関する必要かつ
専門的な事項を調査研究及び
研修すると共に、市町村相互の
情報交換を行い、進んで地域組
織活動の育成と協議を図り、児
童厚生施設の健全な運営を確
保し、もって地域児童の健全な
育成に関する総合的な機能を発
揮し、児童福祉の向上に寄与す
ることを目的とする

①児童厚生員専門部会：施設
運営・管理、施設活動等に関
する総合的・専門的研究、関
係機関との連絡調整、地域組
織活動の育成に関する調査研
究、その他必要と認められる事
項。②学童保育指導員専門部
会：学童保育に関する専門的・
技術的調査研究、学童保育事
業の活動に関する資料の収集
及び情報交換。③単位ブロック
研究会：市町村相互の地域的
関連事項又は共通事項の調査
研究及び情報交換など

○ 1団体
東京都市町村児童厚
生施設関係職員事務
研究会会則

5,000 0 0 0 5,000
子育て支援部
児童青少年課

150
青少年育成地域活動
費補助金

青少年育成会等の活動に対し
て補助金を交付することにより、
地域における社会環境浄化活
動や青少年の非行防止活動及
び青少年の社会参加や地域活
動の機会を充実し、青少年が社
会の一員として活動できる自立
性と社会性を育成し、青少年の
健全育成に寄与することを目的
とする。

青少年育成会等への補助・青
少年の健全育成事業の実施及
び支援

補助金は、毎年度予算の範囲
内
平成19年度予算5,131,000,円
対象育成会19団体
なお、「歩け歩け会」、「ミュー
ジック☆パーティー・イン・西東
京市」の市全体の青少年健全
育成事業を行う際は、「育成会
連絡会」及び「ﾐｭｰｼﾞｯｸ･ﾊﾟｰ
ﾃｨ･西東京市」として実行委員
会を組織し、役員、事業内容、
予算等を決めて行う。

○ 21団体
西東京市青少年育成
会等活動補助金交付
要綱

4,369,733 0 0 0 4,369,733
子育て支援部
児童青少年課

151
公立施設協議会負担
金

関係施設間の情報交換及び研
修を行い施設における実践を中
心に障害児・者の福祉の増進を
図る。

乳児部会、成人部会会議、現
場職員連絡会、現場見学会、
施設見学講演会

会費として年額15,000円 ○ 1団体
東京都市立心身障害
児・者施設協議会会
則

15,000 0 0 0 15,000
子育て支援部
子ども家庭支援
センター

152
どんど焼実行委員会事
業補助金

日本の古くからの良き伝統行事
「どんど焼」を青少年に継承する
とともに故郷の文化として根付か
せ、併せて地域社会の楽しいふ
れあいの場を作る。

どんど焼の実施（３会場）
平成19年1月13日(日）保谷第
二小･上向台小、平成19年1月
14日(月）明保中

285,000 ○ 1団体
西東京市どんど焼実
行委員会補助金交付
要綱

285,000 0 0 0 285,000
生活環境部
生活文化課
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153 施設利用助成金
姉妹都市との文化交流の促進と
市民の健康の増進及びレクリ
エーションの振興を図る。

姉妹都市（下郷町）及び友好
都市（勝浦市、北杜市(旧須玉
町)）の旅館及び民宿を保養施
設として契約し、市民が利用す
る際の助成金を交付する。

[旅館］大人（13歳以上）1,500
円、小人（３歳以上13歳未満）
１,200円
［民宿]大人１,200円、小人
１,000円

○

(旅館）大人
336人小人
228人(民宿）
大人197人、
小人73人合
計834人

西東京市姉妹都市・
友好都市施設利用助
成金交付要綱

1,088,600 0 0 0 1,088,600
生活環境部
生活文化課

154
日本非核宣言自治体
協議会分担金

全国の自治体、さらには全世界
の自治体に核兵器廃絶、平和
宣言を呼びかけるとともに、非核
都市宣言を実施した自治体間の
協力体制を確立する。

非核都市宣言に関する資料の
収集及び交換や、非核都市宣
言の呼びかけのために必要な
調査研究。

60,000 ○ 1団体
日本非核宣言自治体
協議会会則

60,000 0 0 0 60,000
生活環境部
生活文化課

155 市民まつり補助金
市民の融和と、新たな郷土愛の
醸成を図り、まちづくりの推進を
図る。

「いこいの森公園」で実施
平成19年11月10日(土)11日
(日)の２日間開催

8,500,000 ○ 1団体
西東京市民まつり実
行委員会補助金交付
要綱

8,500,000 0 0 0 8,500,000
生活環境部
生活文化課

156
北方領土の返還を求め
る都民会議負担金

日本固有の領土である北方領
土（歯舞群島、色丹島、国後島
及び択捉島）の返還実現を図る
ため北方領土問題に対する都
民の関心と理解を一層深めるこ
とを目的とする。

「第26回北方領土の返還を求
める都民大会」開催のほか、
北方領土問題に対する都民の
関心と理解を深めるため、研
修会の開催等各種啓発・宣伝
活動の実施

5,000 ○ 1団体
北方領土の返還を求
める都民会議規約

5,000 0 0 0 5,000
生活環境部
生活文化課

157
多摩東人権擁護委員
協議会負担金

自由人権思想の普及・高揚を図
り、多面的な人権啓発活動を展
開するため。

児童・生徒対象事業「人権の
花」「中学生人権作文コンテス
ト」等
一般市民対象事業「バスハイ
ク」・「人権週間パネル展等

388,200 ○ 1団体
人権擁護委員法第
16、17条

388,200 0 0 0 388,200
生活環境部
生活文化課

158
ふれあいセンター協議
会事業補助金

住民の交流と地域文化の発展を
目指すふれあいセンターが実施
する事業に要する経費の一部を
補助することで連帯感豊な地域
づくり及びまちづくりをすすめる
ことを目的とする。

まつり、バザー、もちつき大会、
囲碁大会、ハイキング、写真展
等の地域活動及び福祉、環境
問題への取り組み活動を行う。

450,000 ○ 1団体
西東京市ふれあいセ
ンター協議会補助金
交付要綱

450,000 0 0 0 450,000
生活環境部
生活文化課

159
民間シェルター運営費
支援助成金

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律第
26条の規定に基づき、東京多摩
地域民間シェルター連絡会に対
し、経費の一部を補助する。

東京多摩地域民間シェルター
連絡会が行う次の事業
(1)シェルターの育成及び指導
に関すること。
(2)配偶者から暴力を受けてい
る女性等をシェルターに保護
すること。
(3)配偶者から暴力を受けてい
る女性等の自立支援に関する
こと。

200,000 ○ 1団体
西東京市緊急一時保
護施設運営費補助金
交付要綱

200,000 0 0 0 200,000
生活環境部
生活文化課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課
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支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

160
勤労者福祉サービスセ
ンター運営費補助金

西東京市勤労者福祉サービス
センターに対し、補助金を交付
することにより、小規模企業の勤
労者福祉の増進を図ることを目
的とする。

補助金の交付の対象になる経
費は、人件費、管理運営費、
事業費その他運営上特に必要
があると認められる経費とす
る。

○ 1団体
西東京市勤労者福祉
サービスセンター運営
費補助金交付要綱

15,092,278 7,047,000 3,757,000 0 4,288,278
生活環境部
産業振興課

161
勤労者等住宅資金融
資あっせん利子補給負
担金

勤労者の居住に供する住宅の
取得、改築、又は修繕に必要な
資金の融資を金融機関にあっせ
んすることにより、勤労者の居住
環境の向上を図ることを目的と
する。

融資限度額1,000万円、利子
補給期間15年以内、利子補給
率年2.0％

○ 5件
西東京市勤労者等住
宅資金融資あっせん
条例

497,773 0 0 0 497,773
生活環境部
産業振興課

162
中小企業退職金共済
掛金補助金

中小企業者が退職金共済制度
に納付する掛金の一部を補助
することにより、市内中小企業の
従業員の雇用安定と振興を図る
ことを目的とする。

36ヶ月を限度に月額500円を
補助する。

○ 142件
西東京市中小企業退
職金共済掛金補助金
交付要綱

3,901,700 0 0 0 3,901,700
生活環境部
産業振興課

163
東京都農業会議賛助
員拠出金

農業及び農民に関し、広汎な業
務を行う法人である農業会議の
運営の適正化を期すために、賛
助員制度を確立した。

東京都農業会議会則に従い区
市町村賛助員協議会におい
て、決定する。

○ 1団体
農業委員会等に関す
る法律

390,000 0 0 0 390,000
生活環境部
産業振興課

164
北多摩地区農業委員
会連合会負担金

農地法等の事務を行う行政委員
会として、共通の問題を調査・研
究することを目的とする。。

市町村の農家個数及び農地
面積の割合で決定する。

○ 1団体
北多摩地区農業委員
会連合会規約

152,000 0 0 0 152,000
生活環境部
産業振興課

165 農友会補助金

市内の農業団体等が農業の発
展と向上に寄与するために行う
事業に対して、市が予算の範囲
内において、補助金を交付する
ことにより、その事業を促進する
ことを目的とする。

企業的農業経営、農業後継者
の指導・育成、品種の改良・新
種の導入及び栽培技術の向
上、出荷生産物の市場調査及
び情報交換に関すること。

○ 1団体
西東京市農業団体等
補助金交付要綱

256,000 0 0 0 256,000
生活環境部
産業振興課

166 緑化組合補助金

市内の農業団体等が農業の発
展と向上に寄与するために行う
事業に対して、市が予算の範囲
内において、補助金を交付する
ことにより、その事業を促進する
ことを目的とする。

企業的農業経営、農業後継者
の指導・育成、品種の改良・新
種の導入及び栽培技術の向
上、出荷生産物の市場調査及
び情報交換に関すること。

○ 1団体
西東京市農業団体等
補助金交付要綱

256,000 0 0 0 256,000
生活環境部
産業振興課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

167 そ菜出荷組合補助金

市内の農業団体等が農業の発
展と向上に寄与するために行う
事業に対して、市が予算の範囲
内において、補助金を交付する
ことにより、その事業を促進する
ことを目的とする。

企業的農業経営、農業後継者
の指導・育成、品種の改良・新
種の導入及び栽培技術の向
上、出荷生産物の市場調査及
び情報交換に関すること。

○ 1団体
西東京市農業団体等
補助金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活環境部
産業振興課

168 梨生産組合補助金

市内の農業団体等が農業の発
展と向上に寄与するために行う
事業に対して、市が予算の範囲
内において、補助金を交付する
ことにより、その事業を促進する
ことを目的とする。

企業的農業経営、農業後継者
の指導・育成、品種の改良・新
種の導入及び栽培技術の向
上、出荷生産物の市場調査及
び情報交換に関すること。

○ 1団体
西東京市農業団体等
補助金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活環境部
産業振興課

169 施設部会補助金

市内の農業団体等が農業の発
展と向上に寄与するために行う
事業に対して、市が予算の範囲
内において、補助金を交付する
ことにより、その事業を促進する
ことを目的とする。

企業的農業経営、農業後継者
の指導・育成、品種の改良・新
種の導入及び栽培技術の向
上、出荷生産物の市場調査及
び情報交換に関すること。

○ 1団体
西東京市農業団体等
補助金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活環境部
産業振興課

170
農業後継者育成交付
金　　　　　　　(青壮年
部)

市内の農業団体等が農業の発
展と向上に寄与するために行う
事業に対して、市が予算の範囲
内において、補助金を交付する
ことにより、その事業を促進する
ことを目的とする。

企業的農業経営、農業後継者
の指導・育成、品種の改良・新
種の導入及び栽培技術の向
上、出荷生産物の市場調査及
び情報交換に関すること。

○ 1団体
西東京市農業団体等
補助金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活環境部
産業振興課

171
魅力ある都市農業育成
対策事業補助金

 これからの、西東京市の農業は
多様化する市民ニーズを的確に
捉え、大都市(大消費地)というメ
リットを生かし、農業者の優れた
技術や創意工夫を発揮させ、農
業経営の改善や転換を図ってい
くことが重要であり、本事業で積
極的な経営を進める農業者グ
ループ等を支援し、農業者のみ
ならず市民にとっても魅力ある都
市農業を実現していくことを目的
とする。

農業者の創意工夫や都民の視
点に立った農業経営を支援す
ることにより、都市農業の担い
手を育成し、農業者にとって魅
力ある都市農業経営の実現を
図る。また、新鮮で安全な市内
産農産物の安定供給やブラン
ド化の実現、ふれあい農業の
推進など多様化する市民ニー
ズに応え、市民にとっても魅力
ある豊かな都市農業作りを目
指す。

１事業の標準事業費は、
10,000千円(補助金7,500千円)
を単位とし、事業実施主体や
事業内容に応じて、1単位から
10単位の間で設定できるが、
原則として事業実施主体が
市、農協の場合は10単位、そ
の他の場合は5単位である。総事
業費33,677,820円で3単位で補助
金額は22,500,000円

○ 4人

西東京市魅力ある都
市農業育成対策事業
実施要綱、
西東京市魅力ある都
市農業育成対策事業
補助金交付要綱

22,500,000 0 15,000,000 0 7,500,000
生活環境部
産業振興課

172
安全安心農業推進事
業補助金

たい肥および有機質肥料を中心
とした土壌、フェロモン剤の使用
により、より安全な農産物の生産
で農業を推進し、市民の農業へ
の理解を深めるとともに、都市農
業の育成と振興を図ることを目
的とする。

たい肥および有機質肥料によ
る農業を推進するための堆肥
および有機質肥料並びにフェ
ロモン剤及びフェロモン剤容器
を購入する費用で、年間200ｋｇ
以上購入した場合で一世帯1
回とする。

たい肥
補助率50%、補助限度額３万円
認定農業者は補助限度額5万
円有機質肥料
補助率50%、補助限度額３万円
認定農業者は補助限度額5万
円フェロモン剤
補助率50%、補助限度額３万円

○

たい肥95人
有機質肥料
78人
フェロモン剤
45人

西東京市有機農業推
進事業補助金交付要
綱

5,337,000 0 2,705,000 0 2,632,000
生活環境部
産業振興課

　　　　　　　　25



事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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173 商工会補助金
市内商工業の改善発達
地域振興の推進

経営改善普及事業（税務記帳
相談指導、経営相談指導等）
地域総合振興事業（総合振興
事業、商業振興事業等）

運営費 ○ １団体
西東京市商工会補助
金交付要綱

28,424,000 0 0 0 28,424,000
生活環境部
産業振興課

174
商工会情報推進等事
業補助金

創業・新規開業者の支援による
事業者育成

西東京創業支援相談センター
運営（創業・新規開業者の支
援等）

運営費 ○ １団体
西東京市商工会補助
金交付要綱

8,084,000 0 0 0 8,084,000
生活環境部
産業振興課

175
街なかサロン事業補助
金

生活者の憩いの場として、商店
街の空き店舗等をコミュニティス
ペースとして活用

街なかサロン運営 運営費 ○ 1団体
西東京市商工会補助
金交付要綱

360,000 0 248,000 0 112,000
生活環境部
産業振興課

176
生活者と商業者の交流
機会充実事業補助金

商業等に関する情報の生活者
への発信および商業者との交流
機会の充実

運営委員会設置
商店街マップ作成

運営委員会費用
商店街マップ作成費用

○ 1団体
西東京市商工会補助
金交付要綱

1,910,000 0 1,313,000 0 597,000
生活環境部
産業振興課

177
チャレンジショップ事業
補助金

新規開業者への支援による事業
者の育成および空き店舗等の有
効活用

初期投資費用軽減としての家
賃補助

運営費 ○ 1団体
西東京市商工会補助
金交付要綱

544,000 0 374,000 0 170,000
生活環境部
産業振興課

178
商店会等地域活性化
補助金

商店街の発展
地域経済の活性化

催事費等の経費の一部を補助 催事費 ○ 25団体
西東京市商店街活性
化推進事業補助金交
付要綱

30,954,000 0 13,346,000 0 17,608,000
生活環境部
産業振興課

179
公衆浴場経営経費等
補助金

市内の公衆浴場が実施する事
業その他必要な経費の一部を
補助することにより、市民の健康
と福祉に寄与することを目的とす
る。

薬湯実施事業費、施設整備
費、燃料費その他市長が必要
と認める事業に関する経費に
ついて補助する。

薬湯実施事業費
施設整備費
燃料費
その他市長が必要と認める事
業に関する経費

○ ５浴場
西東京市公衆浴場補
助金交付要綱

1,995,000 0 0 0 1,995,000
生活環境部
産業振興課
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180
中小企業事業資金融
資あっせん利子等補給
負担金

中小企業者に対し、その必要な
資金について、市が金融機関に
融資をあっせんし、当該融資に
ついて利子補給等の助成措置
を行うことにより、中小企業の振
興に寄与することを目的とする。

運転資金：融資限度額700万
円・償還期間5年以内・利子補
給率年0.975％、設備資金：融
資限度額1,000万円・償還期間
7年以内・利子補給率年
0.975％

○ ○ 637件
西東京市中小企業事
業資金融資あっせん
条例

40,307,462 0 0 0 40,307,462
生活環境部
産業振興課

181
不況対策特別緊急事
業資金融資あっせん利
子等補給負担金

社会経済情勢の変化による景気
後退の影響によって売上高又は
生産額が減少した市内の中小
企業者に対して事業の継続に必
要な資金を調達するため、金融
機関の融資をあっせんし、利子
補給等必要な助成措置を行うこ
とによって、中小企業の経営の
安定を図ることを目的とする。

平成17年度まで新規受付を
行っていたた本事業に対する
利子補給事業（新規について
は17年度をもって終了)

○ ○ 105件

西東京市中小企業不
況対策特別緊急事業
資金融資あっせん条
例

1,448,730 0 0 0 1,448,730
生活環境部
産業振興課

182
石神井川流域環境協
議会負担金

関係する自治体相互の協力によ
り、石神井川に快適な水辺環境
を創造するため、広域的な対策
の探究とその推進を図ることを目
的とする。

合同水質調査の実施、水質、
汚濁防止の検討及び関係機
関への要請等、総合的に考慮
した事業を行う。

５自治体で構成
一自治体、年額５０千円

○ １団体
石神井川流域環境協
議会規約

50,000 0 0 0 50,000
生活環境部
環境保全課

183
東京都市環境・公害事
務連絡協議会負担金

都市公害に関し、調査、研究等
を行うと共に、関係諸機関との連
絡協調を図り、事業の円滑な運
営を図ることを目的とする。

公害関係事務及びこれらに関
する研究並びにその協議、研
修会に関する事業を行う。

26自治体で構成
一自治体年額１０千円

○ １団体
東京都市公害事務連
絡協議会規約

10,000 0 0 0 10,000
生活環境部
環境保全課

184
ISO14001講習会参加
負担金

担当職員の資質向上を目的に
専門的な研修に参加する。

ISO内部監査員養成講座 ○ 1団体 研修受講費 56,000 56,000
生活環境部
環境保全課

185 集団回収奨励金
廃棄物の減量化を促進し、資源
の有効利用の認識を深める。

集団回収団体に対し、奨励金
を交付する。

新聞･雑誌･ダンボール・古布
類　１ｋｇ７円

○ 370団体
西東京市集団回収奨
励金交付要綱

24,278,849 0 0 0 24,278,849
生活環境部
ごみ減量推進
課

186
生ごみ電動処理機等
購入助成金

家庭から排出される生ごみの減
量化を図る。

生ごみ減量化処理機を購入し
た者に対し、費用の一部を助
成する。

購入額(消費税を除く)の2分の
1の額
（四万円を超えるときは四万円
とし、100円未満の端数は切り
捨て）

○ 405基
西東京市生ごみ減量
化処理機器購入助成
金交付要綱

9,439,700 0 0 0 9,439,700
生活環境部
ごみ減量推進
課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

187 柳泉園組合負担金
構成3市(西東京市･清瀬市･東
久留米市)内より搬出された、ご
み、し尿・資源物の中間処理

ごみ処理施設の設置及び運営
に関すること・し尿処理施設の
設置及び運営に関すること。最
終処分場までの運搬に関する
こと。

組合の経費は、関係市の負担
金による。

○ 1団体 柳泉園組合規約 988,684,000 0 211,181,000 0 777,503,000
生活環境部
ごみ減量推進
課

188
東京たま広域資源循環
組合負担金

構成25市1町より排出され、中間
処理(焼却・破砕)されたごみの
最終処分

一般廃棄物の最終処分を広域
的に行うための最終処分場の
設置及び管理に関する事務。
一般廃棄物の焼却残さ等の処
理を広域的に行う事業に関す
る事務。

　組合の経費は、組織団体の
負担金による。

○ 1団体
東京たま広域資源循
環組合規約

646,737,000 0 138,142,000 0 508,595,000
生活環境部
ごみ減量推進
課

189 管理助成費

自治会内等に設置されている児
童遊園地の管理者に対し、管理
経費の一部を補助し経費負担の
軽減を図るとともに、地域におけ
る児童福祉の増進に寄与する。

自治会等で管理している児童
遊園地について、管理経費の
一部を市が補助する。

児童遊園地１ヶ所につき9,000
円を補助

○ 16団体
西東京市児童遊園地
管理費補助金交付要
綱

234,000 0 0 0 234,000
生活環境部
みどり公園課

190 保存樹木等補助金

指定保存樹等の所有者に対し、
その維持管理費の一部を助成
し、みどりの保護と保全に努め
る。

市が定める基準を満たし、指定
保存樹等に指定された樹木等
の所有者に対し、維持管理費
の一部を助成して、保護と保全
に努めてもらう。

保存樹木：１本当り年額5,000
　　　　　　 円を補助
保存樹林：１㎡当り年額60円
　　　　　　 を補助
保存生垣：１ｍ当り年額240
　　　　　　 円を補助

○ 284名

西東京市みどりの保
護と育成に関する条
例
西東京市みどりの保
護と育成に関する条
例施行規則
西東京市みどりの保
護と育成に関する補
助金交付要綱

8,132,140 0 773,000 0 7,359,140
生活環境部
みどり公園課

191 生垣造成補助金

生垣を造成する者に対し、生垣
の造成に必要な経費の一部を
補助することにより、宅地と道路
との接道部の緑化を推進すると
ともに併せてブロック塀、万年塀
等の倒壊による災害の発生を防
止することを目的とする。

生垣造成及びそれに伴う既存
のブロック塀等の撤去に必要な
経費の一部を補助する。

新たに設置する生垣で、延長
が２ｍを超えるものにつき１ｍ
当り10,000円を補助（30ｍを限
度）
既存ブロック塀等の撤去に対
し、１ｍ当り6,000円を補助（30
ｍを限度）

○ ４名
西東京市生垣造成補
助金交付要綱

612,000 0 0 0 612,000
生活環境部
みどり公園課

192
日本水道協会等負担
金

水道の普及と健全な発達を図る
正会員会費、地方支部年会費
及び行事負担金

均等負担・水量割負担額・本
部会費・支部会費を計算
関東支部正会員288団体

○ １団体
社会法人日本水道協
会定款

419,980 0 419,980 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

193
副安全運転管理者会
負担金

自動車の安全運転に必要な業
務を行う

自動車の安全運転管理
講習手数料
受講者１名

○ １団体 道路交通法 2,800 0 2,800 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

194
給与計算事務費負担
金

水道事業に係る一般会計への
負担分

職員課における給与計算コン
ピュータ借上げ料他

西東京市一般会計で負担した
額を水道職員割で負担する

○ 1団体
東京都水道事業の事
務委託に関する規約

388,542 0 388,542 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

195
受託市町連絡協議会
等負担金

受託水道事業の円滑な管理運
営を図るため相互の情報交換及
び調査研究を目的とする

ブロック会、役員会、総会、事
務・技術の専門部会

年会費15,000円 ○ 1団体
東京都水道事業連絡
協議会規約

15,000 0 15,000 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

196
職員福利厚生費交付
金

互助会の事業を助成
福利厚生事業、教育文化事
業、体育保健事業等への助成

１８，０００円×２６名 ○ 1団体
東京都水道事業の事
務委託に関する規約

468,000 0 468,000 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

197 庁舎管理等負担金
水道事業に係る一般会計への
負担分

光熱水費、庁舎維持管理費、
駐車場借上げ、図面用複写機
使用料、内線電話料、例規集
検索システム料

○ 1団体
東京都水道事業の事
務委託に関する規約

5,955,142 0 5,955,142 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

198
水道会計事務処理経
費負担金

水道事業に係る一般会計への
負担分

会計課、職員課、契約課にお
ける水道事務処理負担分

西東京市一般会計で負担した
額を水道職員割等で負担する

○ 1団体
東京都水道事業の事
務委託に関する規約

6,253,242 0 6,253,242 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

199
財務会計システム経費
負担金

水道事業に係る一般会計の負
担分

情報推進課における財務会計
システム等機器リース料他

西東京市一般会計で負担した
額を水道職員割で負担する

○ 1団体
東京都水道事業の事
務委託に関する規約

1,121,592 0 1,121,592 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計

200 管理職人件費負担金
水道事業に係る一般会計の負
担分

管理職(部長)人件費負担金
西東京市一般会計で負担した
額を水道職員割等で負担する

○ 1団体
東京都水道事業の事
務委託に関する規約

2,323,817 0 2,323,817 0 0

生活環境部
水道課
※受託水道事
業特別会計
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

201
コミュニティバス運行補
助金（はなバス）

市内公共施設等を利用する市
民の利便性を図るため一般乗合
旅客自動車運送事業に対して、
市内連絡バス運行経費を補助
する。

西東京市と協定した事業者が
行なう市内連絡バス運行経費
の総額運賃収入を控除した額
を補助する。

西武バス㈱  69,482,479円
関東バス㈱  27,638,662円

○ 2団体
西東京市内連絡バス
運行補助金交付要綱

97,121,141 0 15,777,000 0 81,344,141
都市整備部
都市計画課

202
都バス（梅70）公共負
担金

多摩地域における都営バス路線
が地域住民にとって不可欠な交
通機関であることから、公共負担
を前提として路線の存続を図る。

多摩地域を運行する都営バス
（梅70）に対し関係市町村（青
梅市・小平市・東大和市・武蔵
村山市・瑞穂町・西東京市）が
公共負担する。

固定負担
6,354,000円
実車走行キロ負担分
7,128,000円
延人キロ負担
7,457,000円

○ 1団体
多摩地域における都
営バス公共負担金に
関する協定書

20,939,000 0 10,470,000 0 10,469,000
都市整備部
都市計画課

203
木造住宅耐震診断補
助金

地震の際の住宅・建築物の倒壊
による被害の軽減による住民の
安全性確保を図る。

住宅・建築物の耐震性の向上
に資する事業を行う者に対して
助成を行う。

上限60,000円 ○ ５名
西東京市木造住宅耐
震診断助成金交付要
綱

262,000 0 0 0 262,000
都市整備部
都市計画課

204
木造住宅耐震改修補
助金

地震の際の住宅・建築物の倒壊
による被害の軽減による住民の
安全性確保を図る。

住宅・建築物の耐震性の向上
に資する事業を行う者に対して
助成を行う。

上限300,000円 ○ 16名
西東京市木造住宅耐
震改修助成金交付要
綱

4,423,000 0 0 0 4,423,000
都市整備部
都市計画課

205 都市計画協会負担金

都市計画の基本政策を研究し、
都市計画に関する知識の普及
並びに都市計画及び都市計画
事業の発展を図る。

都市計画並びにこれに関連す
る国土計画及び地方計画に関
する調査研究等

人口比率160,000
+補正額10,000

○ 1団体 協会寄附行為 170,000 0 0 0 170,000
都市整備部
都市計画課

206
首都道路協議会負担
金

東京都及びその周辺の道路整
備の促進と道路交通の改善なら
びに首都を中心とする道路網の
整備を推進する。

道路整備の促進並びに交通改
善の推進のための事業等

一律30,000 ○ 1団体 協議会定款 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課

207
東京都街路事業促進
協議会負担金

都市計画街路及びこれらに関連
する諸事業の速やかな整備充
実を積極的に促進するため、調
査研究その他事業を行う。

国庫補助、起債等の増加拡大
等について、政府その他に要
請を行う。

人口比率23,000
＋ 一律18,000

○ 1団体 協議会規約 41,000 0 0 0 41,000
都市整備部
都市計画課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

208
多摩地域都市モノレー
ル等建設促進協議会
分担金

多摩地域の都市モノレール等の
建設を促進し南北交通結節機
能の強化を図ることにより、公共
交通機関の不足を補うとともに、
自立的都市圏の確立と地域社
会の開発及び住民福祉の向上
を図る。

関係諸官公署に対する陳情及
び請願に関すること。

一律30,000 ○ 1団体 協議会規約 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課

209
三鷹・立川間立体化
複々線促進協議会分
担金

中央線の立体化複々線を促進
するとともに、本事業にあわせた
地域社会の開発、住民福祉の
向上等の地域振興を図る。

地域振興に係わる啓発、広報
活動及び関係諸官庁に対する
陳情請願等

一律50,000 ○ 1団体 協議会規約 50,000 0 0 0 50,000
都市整備部
都市計画課

210
東京土地区画整理事
業推進連盟負担金

東京都内の区市町村において、
安全で快適なまちを実現するた
め、土地区画整理事業のより一
層の推進を図る。

土地区画整理事業に関する技
術・ノウハウについての情報交
換、事例研究等

一律5,000 ○ 1団体 連盟要綱 5,000 0 0 0 5,000
都市整備部
都市計画課

211
まちづくり交付金情報
交流協議会負担金

まちづくり交付金を活用して地域
の創意工夫を活かしたまちづくり
の推進を目指す地方公共団体
の情報交流を行なうことを目的と
する。

まちづくり交付金活用事例に
ついての情報交換やまちづくり
に関する先進事例について、
講習会、勉強会を通しての事
例研究等

一律30,000円 ○ 1団体 協議会運営規則 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課

212
道路整備促進期成同
盟会東京都協議会負
担金

多摩・島しょ地域における道路
整備を促進するため、道路財源
の確保、道路予算の拡大等につ
いて積極的な活動を行う。

国会、政府、東京都等関係機
関に対する請願、陳情に関す
る事業等

11,000
＋人口×20銭

○ 1団体 協議会会則 49,000 0 0 0 49,000
都市整備部
都市計画課

213
東京都道路整備事業
推進大会負担金

東京の広域化する交通混雑の
緩和や安全で快適なまちづくり
に資するため、道路、橋梁、鉄
道連続立体交差等の整備及び
公共交通を充実させる都市モノ
レール等の整備の推進を図る。

道路整備事業等を促進するた
め必要な意見発表、宣言及び
決議をする。

一律30,000円 ○ 1団体 推進大会規約 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課

214
東京地区用地対策連
絡協議会負担金

公共用地の取得に関し、会員相
互で連絡調整をはかり、適正か
つ円滑な事務の推進を図る。

会員（東京都、区市町村、公社
等）の研修等並びに事務運営
のための負担

○ 1団体
東京地区用地対策連
絡協議会規則

15,000 0 0 0 15,000
都市整備部
用地課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課
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支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

215
全国自転車問題自治
体連絡協議会負担金

　自転車等の安全利用の促進、
駅周辺等の放置自転車問題の
解決を図り、住民生活の向上に
寄与するための協議会を運営す
る。

　総合交通体系における自転
車の位置づけを明確にしなが
ら、総合的かつ計画的な自転
車対策を推進する。

総会費・研修費・情報誌等作
成費・協議会運営費等

○ 1団体
全国自転車問題自治
体連絡協議会規約

20,000 0 0 0 20,000
都市整備部
道路管理課

216
自転車駐車場運営負
担金

　駅前広場等の良好な環境の確
保及びその機能の低下の防止
を図り、あわせて自転車等の利
用者の利便性増進を図るために
自転車駐車場を運営する。

 あらやしき自転車駐車場を管
理・運営するための市負担金

あらやしき自転車駐車場施設
に係る固定資産税及び都市計
画税、償却資産税

○ 1団体
自転車駐車場施設に
係る固定資産税等の
取扱いに関する覚書

1,774,744 0 0 0 1,774,744
都市整備部
道路管理課

217 施設維持管理負担金
　田無駅北口における自動車駐
車需要に応ずる駐車場を運営
する。

　アスタ市営駐車場を運営する
ための市負担金

アスタビルの共益費・光熱水
費・修繕積立金・電波障害費
等

○ 1団体 アスタ管理規約 23,887,396 0 0 0 23,887,396

都市整備部
道路管理課
※駐車場事業
特別会計

218
街路灯電気料金補助
金

街路灯を管理する自治会体等
に対し、維持管理に必要な経費
の一部を補助し夜間における市
民の安全を図る。

道路上に設置されている街路
灯で自治会等が管理している
ものが対象

市内で街路灯を管理している
自治会等
街路灯60ｗ以下：2,500円
　〃　　60ｗ以上：3,500円

○ 105団体
街路灯補助金交付要
綱

5,191,000 0 0 0 5,191,000
都市整備部
道路管理課

219 交通安全協会補助金

西東京市交通安全協会が実施
する交通安全活動に対し、その
経費の一部を補助することにより
協会の負担を軽減し、安全で快
適な市民生活を確保を目的とす
る。

西東京市交通安全協会の実
施する交通安全活動経費の補
助

補助対象となる経費
・協会の主催、共催による交通
安全対策事業
・協会運営のための会議・事務
に要する経費

○ 1団体
西東京市交通安全協
会補助金交付要綱

1,900,000 0 0 0 1,900,000
都市整備部
道路管理課

220
私道道路排水施設工
事補助金

私道内の道路排水施設及び私
設下水道施設を整備するために
工事費の一部を補助する。

工事補助申請に基づき、工事
費の１０/１０以内を補助

排水施設
側溝及び集水ﾏｽ整備費の
50乃至80％補助
集水ﾏｽ蓋取替数　　　4箇所
集水ﾏｽ設置数　 　　　4箇所
補助金額　　　　　442,000円
申請件数　　　　　  　 　2件

○ 2　団体
私道補修及び私設下
水道に関する条例

442,000 0 0 0 442,000
都市整備部道
路建設課

221
東京都区市町村土木
関係技術管理連絡協
議会負担金

東京都及び市町村が施行する
建設事業の適正かつ効率的な
執行の確保を図るため、相互の
連絡調整及び必要な調査検討
を行う。

協議会構成組織76団体
一団体7，000円

○ １団体
東京都区市町村土木
関係技術管理連絡協
議会要綱

7,000 0 0 0 7,000
都市整備部道
路建設課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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平成19年度
決算額

222
日本下水道協会負担
金

下水道に関する調査研究を行う
と共に、その急速な普及と健全
な発達を図り、公共用水域の水
質の保全に資し、もって国民生
活の向上に寄与する。

１．下水道事業の経営に関す
る調査研究２．下水道の技術
に関する調査研究３．下水道
用器材の規格についての研究
４．下水道に関する施設につい
て、その他政府等に陳情、請
願、建議等。

人口規模及び有収水量を基準
として算出

〇 1団体 日本下水道協会定款 532,220 0 0 532,220

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

223
日本下水道協会
  関東地方支部負担金

日本下水道協会の事業を推進
するため、諸般の調査研究その
他必要な事項を行う。

1.下水道環境フォ－ラム
2.機関紙「みずぐるま」の発行
3.下水道問題講習会等
4.下水道経営講座

均等割＋人口割＋本部会費
の１５％

〇 1団体
日本下水道協会関東
地方支部規則施行細
則

84,700 0 0 84,700

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

224
日本下水道協会東京
都支部負担金

支部区域内における日本下水
道協会の事業を推進するため、
諸般の調査研究その他必要な
事項を行うことを図る。

1.排水設備工事責任技術者
　資格試験等
2.水質管理責任者資格講習会

基本額＋関東支部会費の
16％

〇 1団体
日本下水道協会東京
都支部規則

21,000 0 0 21,000

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

225
荒川右岸東京流域下
水道対策協議会負担
金

荒川右岸東京流域地区の円滑
な下水道事業の運営に関し、関
係市及び関係官公庁との連絡
調整を図る。

関係市及び関係官公庁との連
絡調整等

一律同額 〇 1団体
荒川右岸東京流域下
水道対策協議会規約

10,000 0 0 10,000

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

226
東京都多摩地区下水
道事業積算施工適正
化委員会負担金

広範な情報交換及び意見の交
流をもとに積算施工等の検討を
行い適正化を図る。

多摩地区下水道事業積算施
工の適正化に係わる事業

一律同額 〇 1団体
東京都多摩地区下水
道事業積算施工適正
化委員会規約

20,000 0 0 20,000

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

227
下水道事務職員
  養成講習会負担金等

下水道の事務担当者として知っ
ておくべき事務全般の内容を基
礎的及び体系的に修得し、事務
の円滑な執行を図る。

1.下水道の歴史
2.下水道の役割
3.下水道のしくみと種類
4.下水道事業の現況と推移
他

参加費 〇 1団体
（社）日本下水道協会
主催

34,000 0 0 34,000

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

228
職員福利厚生費交付
金

職員の福利厚生に資することを
目的とする。

(1)福利厚生事業
(2)互助給付事業
(3)その他市長が必要と認める
事業を行う

一人当たり 18,000円 〇 1団体
西東京市職員互助会
に関する条例第３条

174,476 0 0 174,476

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計
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229
日本下水道事業団補
助金

下水道技術者の養成、新技術
の開発、実用化のための試験研
究

地方公共団体の委託に基づき
下水道の整備に関する計画の
策定及び事業の施行並びに下
水道の維持管理に関する技術
援助

国と地方各二分の一負担、地
方分の三分の一を８万人以上
の市で負担

〇 1団体
日本下水道事業団法
第３７条

391,000 0 0 391,000

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

230
流域下水道維持管理
　　負担金

本市を含め近隣９市の下水（汚
水）を安全・安定的に浄化処理
し、快適な都市生活及び水環境
の向上を図る。

東京都が管理運営している流
域下水道管きょや清瀬水再生
センター（最終処理場）への維
持管理負担金

構成９市の汚水量による按分
負担

〇 1団体 下水道法第３１条のニ 799,284,438 0 0 799,284,438

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

231
荒川右岸東京流域
  下水道建設負担金

本市を含め近隣９市の下水（汚
水）を安全・安定的に浄化処理
し、快適な都市生活及び水環境
の向上を図る。

東京都が管理運営している清
瀬水再生センター（最終処理
場）への下水道管きょや処理
施設などの建設費負担金

構成９市の計画汚水量比及び
計画排除面積比による按分負
担

〇 1団体 下水道法第３１条のニ 108,749,428 0 0 100,200,000 8,549,428

都市整備部
下水道課
※下水道事業
特別会計

232
東京河川改修促進連
盟負担金

河川の氾濫、雨水による災害を
防除し住民の福祉を増進するた
め、これら河川改修事業の早期
達成を図る。

１．政府、国会及び関係当局
へ請願及び陳情　２．河川改
修事業を促進するため必要な
事業を行う

市部一律 〇 1団体
東京河川改修促進連
盟規約

55,000 0 0 0 55,000
都市整備部
下水道課

233 雨水浸透施設助成金
屋根に降った雨水を地下に浸透
させ、地下水のかん養及び潤い
のあるまちづくり進める。

500㎡未満の個人が所有する
住宅に雨水浸透施設を設置す
る工事に対し、経費の一部を
助成する。

浸透施設の大きさや個数、排
水管の長さ等により助成額が
違う。一件当たり限度額15万円

〇
　63件
 233個

平成19年度西東京市
雨水浸透施設助成事
業実施要綱

5,653,575 0 1,540,000 0 4,113,575
都市整備部
下水道課

234
東京都総合治水対策
協議会負担金

東京都内における総合的な治
水対策を推進するための計画策
定及び関連事業の推進等に努
める。

1．パネル展
2．パンフレット配布
3．施設見学会の実施

八王子市、府中市、調布市を
除く各市一律

〇 1団体
東京都総合治水対策
協議会規約

50,000 0 0 0 50,000
都市整備部
下水道課

235
雨水排水管布設替事
業
負担金

石川島播磨重工業㈱の移転に
伴い敷地内に占用している雨水
排水管を協定を締結し工事費の
一部を負担した。

石川島播磨重工業㈱の移転に
伴い敷地内に占用している雨
水排水管を協定を締結し工事
費の一部を負担した。

工事費の一部負担 ○

雨水排水管
移設φ1000
㎜
L=119.72ｍ

石川島播磨重工業株
式会社田無工場跡地
の雨水排水管移設工
事等に関する協定書
及び覚書

17,325,000 0 0 0 17,325,000
都市整備部
下水道課
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236
全国市街地再開発協
会負担金

同協会に加入することにより、再
開発事業関係の研修会の開催・
関連図書の案内等、新着情報を
入手でき、当市における再開発
事業のより一層の適正な推進を
図る

全国市街地再開発協会の主な
事業
小冊子「市街地再開発」
年１２刊発行
研修会の案内等

年会費
80,000円

○ 1団体
全国市街地再開発協
会定款

80,000 0 0 0 80,000

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口
地区第一種市
街地再開発事
業特別会計

237
職員福利厚生費交付
金

互助会の事業を助成する
福利厚生事業、教養文化事
業、体育保健事業等への助成

18,000円×16人 ○ 1団体

西東京市職員互助会
に関する条例、西東
京市職員互助会交付
金交付要綱

237,922 0 0 0 237,922

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口
地区第一種市
街地再開発事
業特別会計

238
東京都福利厚生事業
団交付金

都から派遣されている職員の福
利厚生事業の運営を助成する

都から派遣されている職員１名
分の交付金

給料月額×3.2/1000 ○ 1団体
職員派遣に関する協
定

17,742 0 0 0 17,742

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口
地区第一種市
街地再開発事
業特別会計

239 特定建築者補助金

保谷駅南口地区再開発事業に
おける特定施設建築物を建築
する特定建築者に対する助成
措置及び費用負担

補助対象事業費（工事監理費
及び共同施設整備費）に対す
る補助金交付
特定施設建築物の権利床等の
部分に係る費用負担

補助対象事業費×2/3
施工協定に基づく費用負担

○ 1団体

西東京都市計画事業
保谷駅南口地区第一
種市街地再開発事業
における特定建築者
に対する補助金交付
要綱
権利床等の整備に関
する施工協定書（Ⅱ
街区）

331,920,000 113,386,000 109,267,000 0 109,267,000

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口
地区第一種市
街地再開発事
業特別会計

240
東京都市町村教育委
員会連合会負担金

東京都市町村教育委員会相互
の間の連絡協調を図り、もって
教育の水準を向上せしめ、教育
行政の公正にして円滑な運営に
寄与することを目的とする。

均等割り　 　　12,000円
人口割り　　　 77,200円

○ 1団体
東京都市町村教育委
員会連合会会則

89,200 0 0 0 89,200
教育部
教育企画課

241
全国都市教育長協議
会負担金

会員相互の連絡を緊密にして相
協力して、民主的な教育行政の
進展を図り、都市の教育向上に
尽くすことを目的とする。

人口割り　　　 20,000円 ○ 1団体
全国都市教育長協議
会の会費基準による。

20,000 0 0 0 20,000
教育部
教育企画課

242
関東地区都市教育長
協議会負担金

「地方教育行政の組織及び運営
に関する法律」の趣旨に基づい
て会員各自の任務を果たし、互
いに協力して、わが国の教育向
上に尽くすことを目的とする。

均等割り 　　　25,000円 ○ 1団体
関東地区都市教育長
協議会規約

25,000 0 0 0 25,000
教育部
教育企画課
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243
東京都市教育長会負
担金

会員相互の連絡を緊密にして相
協力して、民主的な教育行政の
進展を図り、都市の教育向上に
尽くすことを目的とする。

均等割り　 　　27,000円
人口割り　　　 20,000円

○ 1団体
東京都市教育長会規
約

47,000 0 0 0 47,000
教育部
教育企画課

244
全国都市教育長協議
会定期総会及び研究
大会負担金

全国の教育長が一堂に会して定
期総会及び教育の諸問題に関
する研究大会を開催する。

1名当たり　　　7,000円 ○ 1団体
全国都市教育長協議
会の会費基準による。

14,000 0 0 0 14,000
教育部
教育企画課

245 奨学資金交付金

高等学校等に在学し、成績優秀
にしてかつ経済的理由により修
学困難な者に対して奨学金を支
給することにより、有用な人材を
育成する。

奨学生となることを希望する者
より提出された奨学生出願書
等を西東京市奨学生選考委員
会に諮問し、その答申により奨
学生を選定し、奨学金を支給
する

高等学校生、中等教育学校生
（後期課程）、高等専門学校生
（第1学年から第3学年）及び専
修学校生（高等課程）に対し、
月額9,600円支給。

○ 60人
西東京市奨学資金支
給条例及び同施行規
則

6,796,800 0 0 0 6,796,800
教育部
教育企画課

246 入学資金利子補給

大学等に入学を許可された者の
扶養親族に対し、必要な入学資
金等について、市が特定金融機
関に融資をあっせんし、この融
資について利子の一部を補給
することにより、入学を容易にし
教育の機会均等を図る。

特定金融機関（三菱東京ＵＦＪ
銀保谷支店、三井住友銀行田
無支店）の融資に対し、この融
資利率による利子の一部を補
給する。

融資限度額：100万円
償還期間：6年以内
利子補給率：年2％以内

○ 3人
西東京市入学資金融
資あっせん条例及び
同施行規則

2,509 0 0 0 2,509
教育部
教育企画課

247 修学旅行費補助金

市立中学校が実施する修学旅
行に対し、その費用の一部を補
助することにより、保護者の経済
的負担を軽減し、併せて教育の
振興を図る。

修学旅行費用の一部を補助す
る

生徒1人 　5，000円 ○
中学3年生
1，181人

西東京市立中学校修
学旅行費補助金交付
要綱

5,905,000 0 0 0 5,905,000
教育部
教育企画課

248
全国連合小学校長会
負担金

組織団体の連合機関として、職
能の向上と初等教育の充実刷
新を図り、もって民主的で文化
的な国家の建設に寄与すること
を目的とする。

組織団体の連絡・提携に関す
ること、学校の管理・運営に関
すること、教育上必要な研究・
調査に関すること、教育制度並
びに教育行政に関すること、教
職員の地位・待遇の向上に関
すること、教育振興に関する世
論の喚起など

1団体5,850円 ○ 19校
全国連合小学校長会
会則

111,150 0 0 0 111,150
教育部
教育指導課

249
東京都公立小学校長
会負担金

小学校教育の振興を期するため
に職能の向上・待遇の改善並び
に会員相互の福祉増進を図るこ
とを目的とする。

学校経営に関すること、小学校
教育の施設・設備に関するこ
と、教育の制度・行政並びに財
政に関すること、会員研修に関
すること、児童の心の教育・健
全育成に関すること、教育振興
の広報活動に関することなど

1団体18,450円 ○ 19校
東京都公立小学校長
会会則

350,550 0 0 0 350,550
教育部
教育指導課
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250
全国公立学校教頭会
負担金（小学校）

会員の資質を高めるための研修
を推進し、教育の向上進展に寄
与するとともに、会員の地位向上
を図ることを目的とする。

学校管理運営、その他教育上
の諸問題についての研究調査
に関すること、研究大会の開
催、研究物の刊行に関するこ
と、教頭の地位向上と福利厚
生に関すること、教育関係諸機
関・諸団体との連携に関するこ
となど

1団体4,140円 ○ 19校
全国公立学校教頭会
会則

78,660 0 0 0 78,660
教育部
教育指導課

251
東京都公立小学校副
校長会負担金

会員の資質を高めるための研修
を推進して教育の振興に寄与す
るとともに会員相互の福祉増進
を図ることを目的とする。

学校の管理運営その他教育上
の諸問題についての研究調査
に関すること、研究会等の開催
及び研究物の刊行、会報の発
行等に関すること、副校長の地
位待遇の向上と、会員の福利
厚生、親睦、情報交換等に関
することなど

1団体12,600円 ○ 19校
東京都公立小学校副
校長会会則

239,400 0 0 0 239,400
教育部
教育指導課

252
東京都公立小学校事
務職員会分担金

学校事務の研究を促進し、事務
の能率化並びに会員の職務能
力向上を図るとともに、学校教
育・教育行政の推進に寄与する
ことを目的とする。

学校事務に関する研究及び調
査、研究会・講演会等の開催、
会誌・会報の刊行、会員相互
の連絡連携に関することなど

1団体2,700円 ○ 19校
東京都公立小学校事
務職員会規約

51,300 0 0 0 51,300
教育部
教育指導課

253
全国公立小学校事務
職員研究会分担金

学校事務の研究を促進し、事務
の効率化並びに会員の職務能
力向上を図るとともに、全事研の
事業に寄与することを目的とす
る。

学校事務に関する研究及び調
査、全事研本部より依頼された
る事項の協議及び決定、全事
研本部及び各支部との連絡提
携など

1団体1,350円 ○ 19校
全国公立小中学校事
務職員研究会東京小
学校支部規約

25,650 0 0 0 25,650
教育部
教育指導課

254
東京都小学校教育研
究会連合分担金

構成各団体の連絡を緊密にし、
本都小学校教育の振興に寄与
することを目的とする。

各単位団体間の連絡協議、研
究助成交付の拡充強化並びに
関係官庁との連絡折衝、各単
位団体の研究活動の助成、研
究会・講習会の開催、小学校
教育に関する調査研究、会報
研究物等の刊行など

1団体900円×13教科 ○ 19校
東京都小学校教育研
究会連合規約

222,300 0 0 0 222,300
教育部
教育指導課

255
東京都教育会分担金
（小学校）

東京都民の教育団体として、健
全なる都民の教育を推進して日
本国民の理想の実現につとめる
ことを目的とする。

教育に関する調査研究並びに
奨励、研究会等の開催、会報
の発行並びに教育に関する図
書・参考資料等の刊行、生涯
学習の視点に立った学校教
育・家庭教育・社会教育の健
全なる発展に関する事項など

1団体1,800円 ○ 19校 東京都教育会規約 34,200 0 0 0 34,200
教育部
教育指導課

256
東京都小学校体育連
盟負担金

小学校体育スポーツ活動の振
興のためスポーツ大会の主催や
体育・スポーツに関する調査研
究及び、教員の実技と実技能力
の向上を図ることを目的とする。

体育の研修会及び講習会、体
育に関する調査研究、教職員
の競技会の開催、関係体育団
体との連携など

1団体900円 ○ 19校
東京都小学校体育連
盟規約

17,100 0 0 0 17,100
教育部
教育指導課
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257
東京都特別支援学級
設置校長協会分担金

特別支援学級、通級指導教室
の教育の拡充発展を図るととも
に、広く特別支援教育の振興に
寄与することを目的とする。

特別支援学級、通級指導教室
の管理、運営に関する連絡協
議、特別支援学級教育、通級
指導教室の教育並びに特別支
援教育全般についての調査研
究、特別支援学級教育、通級
指導教室の推進拡充のための
渉外事業など

1団体1,350円 ○
小学校3校
中学校2校

東京都特別支援学級
設置校長協会規約

6,750 0 0 0 6,750
教育部
教育指導課

258
東京都公立小学校難
聴・言語障害教育研究
協議会分担金

難聴・言語障害通級指導学級設
置校及び、関係諸機関の緊密な
連携により、心身障害教育の振
興発展を図ることを目的とする。

都難言設置校並びに難聴・言
語障害通級指導学級の運営に
関すること、難聴・言語障害教
育振興のための調査・研究に
関すること、関係諸機関及び諸
団体との連絡提携に関するこ
と、難聴・言語障害教育の啓発
に関することなど

1団体1,080円 ○ 19校
東京都公立学校難
聴・言語障害教育研
究協議会会則

20,520 0 0 0 20,520
教育部
教育指導課

259
多摩地区特別支援教
育研究会分担金

特別支援教育に関する研究並
びに啓蒙、振興を図るとともに、
他校と交流のできる諸行事を開
催することを目的とする。

研究会・講演会、研修などの実
施、各種交流活動の実施など

1団体4，500円 ○
小学校7校
中学校2校

多摩地区特別支援教
育研究会規約

40,500 0 0 0 40,500
教育部
教育指導課

260
全国特別支援学級設
置学校長協会分担金

特別支援学級及び通級指導教
室の充実発展を図り、広く特別
支援教育の振興に寄与すること
を目的とする。

特別支援学級及び通級指導
教室の管理運営に関する調査
研究、特別支援学級及び通級
指導教室の教育並びに特別支
援教育一般に関する研修と振
興活動など

1団体630円 ○
小学校3校
中学校2校

全国特別支援学級設
置学校長協会規約

3,150 0 0 0 3,150
教育部
教育指導課

261
東京都公立学校情緒
障害教育研究会分担
金

情緒障害児の教育の研究と福
祉の増進を図ることをもって目的
とする。

教育研究に関すること、実態調
査に関すること、研修に関する
こと、情報交換に関すること、
広報活動に関すること、福祉の
増進に関すること、他機関と連
絡提携に関することなど

1団体900円 ○ 28校
東京都公立学校情緒
障害教育研究会会則

25,200 0 0 0 25,200
教育部
教育指導課

262
全日本中学校長会負
担金

全国各都道府県中学校長会相
互が緊密な協調を保ち、中学校
教育の振興を図り、国家社会の
発展に寄与することを目的とす
る。

教育に関する研究調査、研究
協議会の開催、教育に関する
世論の喚起及び振興、各種印
刷物の刊行、教育諸団体との
連絡協力など

1団体6,750円 ○ 9校
全日本中学校長会会
則

60,750 0 0 0 60,750
教育部
教育指導課

263
関東甲信越地区中学
校長会負担金

関東甲信越地区の各中学校長
会相互の緊密な連携を図り、中
学校教育の振興を期する。

研究協議会の開催、教育に関
する調査研究及び研修、単位
校長会相互の連絡協力、教育
関係団体との連絡協力など

1団体1,350円 ○ 9校
関東甲信越地区中学
校長会会則

12,150 0 0 0 12,150
教育部
教育指導課
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264
東京都中学校長会負
担金

会員相互の緊密な協力のもと
に、職能の向上を図り、本都中
学校教育の振興発展に寄与す
ることを目的とする。

教育に関する研究調査、教育
諸条件の整備改善、会員の研
修、教職員の待遇改善、会員
の互助、厚生、関係諸機関、
諸団体との連絡協力など

1団体21,150円 ○ 9校
東京都中学校長会会
則

190,350 0 0 0 190,350
教育部
教育指導課

265
北多摩北地区公立中
学校長会分担金

北多摩地区の各市公立中学校
長を会員とし、相互に緊密な連
携を保ち、その職能の向上を図
り、中学校教育の進展に資する
ことを目的とする。

教育に関する研究、調査及び
対策、会員の研修、教育諸問
題についての情報交換並びに
その対策、教育諸条件の整備
改善の促進など

1団体4,500円 ○ 9校
北多摩北地区公立中
学校長会会則

40,500 0 0 0 40,500
教育部
教育指導課

266
全国公立学校教頭会
負担金(中学校）

会員の資質を高めるための研修
を推進し、教育の向上進展に寄
与するとともに、会員の地位向上
を図ることを目的とする。

学校管理運営、その他教育上
の諸問題についての研究調査
に関すること、研究大会の開
催、研究物の刊行に関するこ
と、教頭の地位向上と福利厚
生に関すること、教育関係諸機
関・諸団体との連携に関するこ
となど

1団体4,140円 ○ 9校
全国公立学校教頭会
会則

37,260 0 0 0 37,260
教育部
教育指導課

267
東京都公立中学校副
校長会負担金

会員の資質を高めるための研究
を推進し、東京都公立中学校教
育の振興と会員の親和・互助を
図ることを目的とする。

学校の管理・運営についての
研究・調査に関すること、研究
大会の開催・研究物の刊行に
関すること、会員相互の福利厚
生及び待遇改善に関すること、
地域相互の情報交換及び他
団体との連携・提携に関するこ
となど

1団体13,500円 ○ 9校
東京都公立中学校副
校長会会則

121,500 0 0 0 121,500
教育部
教育指導課

268
東京都公立中学校事
務職員会負担金

会員相互の緊密な連携を図り、
学校及び教育行財政にかかる
事務の研修並びに研究につと
め、能率の増進、資質の向上に
資することを目的とする。

事務職員の教養を高め、資質
の向上を図るための事業、会
員相互の緊密な連携を図るた
めの事業、研究大会開催の事
業、本会と目的を同じくする他
団体との連携に関する事業な
ど

1団体4,050円 ○ 9校
東京都公立中学校事
務職員会規約

36,450 0 0 0 36,450
教育部
教育指導課

269
東京都中学校教育研
究会分担金

東京都中学校教育の振興を図
ることを目的とする。

教育課程並びに指導内容・指
導方法の研究、教育に関する
調査研究、会報・研究物の発
行、関係諸官庁及び他の教育
研究団体との連絡提携など

1団体1,350円×23研究会 ○ 9校
東京都中学校教育研
究会会則

279,450 0 0 0 279,450
教育部
教育指導課

270
東京都教育会分担金
（中学校）

東京都民の教育団体として、健
全なる都民の教育を推進して日
本国民の理想の実現につとめる
ことを目的とする。

教育に関する調査研究並びに
奨励、研究会等の開催、会報
の発行並びに教育に関する図
書・参考資料等の刊行、生涯
学習の視点に立った学校教
育・家庭教育・社会教育の健
全なる発展に関する事項など

1団体1,800円 ○ 9校 東京都教育会規約 16,200 0 0 0 16,200
教育部
教育指導課
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271
北多摩地区公立中学
校教育研究協議会分
担金

北多摩地区公立中学校各研究
会の連絡調整に当たり、各種教
育研究団体と緊密な連絡を図
り、中学校教育の向上発展に寄
与することを目的とする。

北多摩地区公立中学校の連
携による研究発表、研修の実
施、会報の発行など

1団体6,000円 ○ 9校
北多摩地区公立中学
校教育研究協議会会
則

54,000 0 0 0 54,000
教育部
教育指導課

272
東京都中学校体育連
盟本部加盟費負担金

都内中学校における体育・ス
ポーツ活動の振興と生徒の健全
な発達を図ることを目的とする。

中学校体育・スポーツ活動の
調査研究、各運動競技大会の
開催と研究大会の開催等。

1団体5,400円 ○ 9校
東京都中学校体育連
盟規約

48,600 0 0 0 48,600
教育部
教育指導課

273
東京都中学校体育連
盟各部加盟費負担金

都内中学校における体育・ス
ポーツ活動の振興と生徒の健全
な発達を図ることを目的とする。

中学校体育・スポーツ活動の
調査研究、各運動競技大会の
開催と研究大会の開催等。

1団体3,600円 ○ 98部
東京都中学校体育連
盟規約

352,800 0 0 0 352,800
教育部
教育指導課

274
東京都中学校体育連
盟第11ブロック本部加
盟費負担金

第11ブロック内の学校の体育･ス
ポーツ活動の振興と生徒の健全
なる成長及び関係者研修･親睦
を図ること。

東久留米市・清瀬市・東村山
市・東大和市・武蔵村山市・西
東京市の各中学校で構成され
活動。

1団体1,800円 ○ 9校
東京都中学校体育連
盟規約

16,200 0 0 0 16,200
教育部
教育指導課

275
東京都中学校体育連
盟第11ブロック各部加
盟費負担金

第11ブロック内の学校の体育･ス
ポーツ活動の振興と生徒の健全
なる成長及び関係者研修･親睦
を図ること。

東久留米市・清瀬市・東村山
市・東大和市・武蔵村山市・西
東京市の各中学校で構成され
活動。

1団体450円 ○ 98部
東京都中学校体育連
盟規約

44,100 0 0 0 44,100
教育部
教育指導課

276
東京都中学校吹奏楽
連盟負担金

中学校吹奏楽を盛んにして音楽
文化向上のために研究と事業を
行い、併せて会員相互の親睦を
はかる。

吹奏楽に関する講習会、研究
会及び演奏会の開催、各支部
連盟との連絡提携情報などの
交換、吹奏楽祭、コンクール及
び諸行事への参加など

1団体5,000円 ○ 6校
東京都中学校吹奏楽
連盟規約

30,000 0 0 0 30,000
教育部
教育指導課

277
教職員各教科領域研
修会参加負担金

教職員の研修機会の確保
公的機関が主催･共催する研
修会等に教職員が参加するた
めの費用の負担

同左 ○
都費負担の
教職員

教育公務員特例法
教職員各教科領域研
修会参加負担金支払
基準

290,700 0 0 0 290,700
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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財源内訳
所　管　課
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令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

278
都市指導主事会分担
金

学校教育の指導行政及び学校
諸活動の研究協議並びに指導
主事の資質の向上を図る。

26市指導主事会・四地区会分
担金の支払

都市指導主事会　7,600×3人
○
多摩地区26
市

東京都市指導主事会
規約

22,800 0 0 0 22,800
教育部
教育指導課

279
西東京市立小学校長
会負担金

西東京市立小学校の教育の振
興を期するために、学校経営上
の諸問題の解決並びに、会員の
研修と相互の連帯を図ることを
目的とする。

西東京市立小学校の教育の連
絡・改善・進歩に関する事項、
学校経営上の諸問題の解決に
関する事項、会員相互の研修・
厚生に関する事項、教育上の
研究・調査に関する事項、その
他本会の目的を達成するため
に必要な事項

1団体12,800円 ○ 19校
西東京市立小学校長
会会則

228,010 0 0 0 228,010
教育部
教育指導課

280
西東京市立小学校副
校長会負担金

西東京市立小学校の教育の振
興を期し、会員の資質向上のた
めの研修と相互の連携を図るこ
とを目的とする。

 西東京市立小学校の教育の
連絡・改善・進歩に関する事
項、 会員相互の研修・厚生に
関する事項、 教育上の研究・
調査に関する事項、その他本
会の目的を達成するために必
要な事項

１団体11,000円 ○ 19校
西東京市立小学校副
校長会会則

173,333 0 0 0 173,333
教育部
教育指導課

281
西東京市立中学校長
会負担金

西東京市立中学校の教育の振
興を期するため、学校経営上の
諸課題と会員の研修を図ること
を目的とする。

西東京市立中学校の教育の充
実発展に関する事項、学校経
営上の諸問題の解決に関する
事項、教育に関する調査及び
対策に関する事項、会員相互
の研修に関する事項、その他
本会の目的を達成するために
必要な事項

1団体12,800円 ○ 9校
西東京市立中学校校
長会会則

82,100 0 0 0 82,100
教育部
教育指導課

282
西東京市立中学校副
校長会負担金

西東京市立中学校の教育の振
興を期するため、学校経営上の
諸課題と会員の研修を図ること
を目的とする。

西東京市立中学校の教育の充
実・発展に期する事項、学校経
営上の諸問題の解決に関する
事項、教育に関する調査及び
対策に関する事項、会員相互
の研修に関する事項、その他
本会の目的を達成するために
必要な事項

1団体11,000円 ○ 9校
西東京市公立中学校
副校長会会則

80,585 0 0 0 80,585
教育部
教育指導課

283
西東京市立小学校教
育研究会補助金

西東京市立小学校教育の充実・
発展を目指すと共に、会員相互
の啓発に努め、資質や能力の向
上を図ることを目的とする。

教科等の教育の推進に関する
授業研究・調査研究等、各研
究部会、講演会、研究発表
会、担当部別研究会、各学校
並びに教育関係機関・各種教
育団体との連絡・連携、研究紀
要・会報の発行、その他の教育
振興に関する事業

1人1,000円　　会員申請者全
員

○ 460人

西東京市公立小・中
学校における教育研
究活動に対する補助
金の交付に関する事
務取扱い要綱

460,000 0 0 0 460,000
教育部
教育指導課

284
西東京市中学校教育
研究会補助金

会員相互の研究、研修活動を通
して会員の資質を高めるととも
に、中学校教育向上に寄与する
ことを目的とする。

教科や教科外などの教育全般
の研究、講習会や研究発表会
の諸事業、その他本会の目的
を達成するための諸事業

1人1,000円　　会員申請者全
員

○ 223人

西東京市公立小・中
学校における教育研
究活動に対する補助
金の交付に関する事
務取扱い要綱

206,161 0 0 0 206,161
教育部
教育指導課
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285
西東京市立学校教育
研究奨励費

学校及び教員グループが当面
する教育課題について研究する
にあたり、研究奨励費を交付し、
その研究成果を教育上の参考
に供し、本市教育の充実振興に
資することを目的とする。

研究指定校等が、市の教育課
題を研究主題とし、学校教育
に関する実践的研究を継続し
て進め、報告会を実施し、研究
成果を研究紀要等の配布、公
開授業や公開発表等の方法に
よって市内学校、保護者、地域
住民に発表し、本市教育の充
実、振興に資する。

1．研究指定校
　①指定校数　9校
　②研究期間　2年間
　③交付金額
     1年目　 １校20万円（3校）
　　 2年目　　１校30万円（4校）
　　小中連携校　2校計49万
　
2．研究奨励校
　①指定校数　6校
　②交付金額　１校10万円

3．研究奨励教員グループ
　①指定数　 2グループ
　②交付金額　 1グループ5万
円

○
15校、２グ
ループ

西東京市立学校教育
研究奨励事業費交付
要綱

2,793,911 0 0 0 2,793,911
教育部
教育指導課

286
西東京市立生徒大会
参加費補助金

西東京市立中学校の課外活動
の振興を図り、生徒の健全な育
成に資することを目的とする。

生徒大会参加費の補助によ
り、中学校部活動の奨励と生
徒の健全な育成を図っている。

補助対象となる大会の参加費
(全額)
補助対象となる大会の参加者
旅費(予算の範囲内)

○
中学校の部
活動

西東京市立中学校生
徒大会参加費補助金
交付要綱

3,416,570 0 0 0 3,416,570
教育部
教育指導課

287
西東京市立中学校ス
ポーツ大会補助金

西東京市立中学校のスポーツ
大会を奨励し、スポーツ大会活
動を通して各学校間相互の交流
と技術の向上を図る機会を与
え、心と体の健康づくりに役立
て、健全育成事業に寄与するた
め。

市内公共施設を主に使用し、
各種競技を実施している。

○ 9校
西東京市立中学校ス
ポーツ大会補助金交
付要綱

849,745 0 0 0 849,745
教育部
教育指導課

288
西東京市立小中学校
児童・生徒作品展補助
金

児童・生徒の創作意欲の向上と
鑑賞力等豊な情操を育てること
を目的とし、ひいては市民への
学校教育に対する理解、関心を
高めるため。

小学校児童作品展と中学校生
徒作品展において、各教科の
作品等を一堂に会して展示し
ている。

○ 28校
西東京市立小中学校
児童・生徒作品展補
助金交付要綱

759,628 0 0 0 759,628
教育部
教育指導課

289 研修会等参加負担金 教育相談機能充実のため 心理技術職の専門技術向上 参加者２名 ○ １団体 研修会参加負担金 10,000 0 0 0 10,000
教育部
教育指導課

290
相談員各種研修会参
加負担金

教育相談員の資質・技術向上の
ため

相談員の専門的知識・技術の
習得をし、資質の向上を図る

参加者22名 ○ １団体 研修会参加負担金 40,000 0 0 0 40,000
教育部
教育指導課
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291
東京都学校教育相談
研究会参加負担金

学校教育相談の充実を図るため
学校教育的視点からの相談に
ついての知識・技術を習得し、
相談員の資質向上を図る

小学校１校 ○ １団体 研究会参加負担金 900 0 0 0 900
教育部
教育指導課

292
東京都公立学校施設
整備期成会負担金

組織単位団体としての公立学校
施設の完全整備の実現を期す
ることを目的とする。

事業目的の達成に必要とな
る、施設整備の財源確保、施
設整備に必要な恒久制度の実
現、調査・研究及びその普及
等。

均等割　　　　　　10,000円
国庫補助金割　　7,000円
合　　計　　　　　17,000円

○ 1団体
東京都公立学校施設
整備期成会規約

17,000 17,000
教育部
学校運営課

293
日本スポーツ振興セン
ター掛金

学校安全の普及充実を図るとと
もに義務教育諸学校等の管理
下における児童生徒の負傷疾
病、障害又は死亡に関し、必要
な給付を行いもって学校教育の
円滑な実施に資する。

掛金
一般・準要保護１人当たり945
円
要保護　　１人当たり　　65円
掛金控除（対象者１人当たり）
準要保護230円     要保護10
円

○
小学生9,448
人

独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター
法

8,748,260 0 0 0 8,748,260
教育部
学校運営課

294
東京都養護教諭研究
会負担金

学校保健の研究並びに普及発
展を目的とする。

1校につき　１，８００円 ○ 小学校　19校
東京都養護教諭研究
会会則

34,200 0 0 0 34,200
教育部
学校運営課

295
東京都学校保健会負
担金

東京都における学校保健に関
する調査研究の充実と学校保健
思想の普及啓発を図る。

1校につき　2，０００円 ○ 小学校　19校
財団法人東京都学校
保健会寄附行為施行
規則

38,000 0 0 0 38,000
教育部
学校運営課

296 給食保存食代助成費
学校給食の安全を期するため、
費用を負担することにより給食事
業の円滑な運営を図る。

給食を実施するにあたり、保存
食等に必要な費用を助成す
る。

給食１回につき　７５０円 ○ 小学校　19校

西東京市立小中学校
給食に係る検査用保
存食代助成費交付要
綱

2,683,572 0 0 0 2,683,572
教育部
学校運営課

297
市立学校給食研究会
負担金

給食に関する教育研究活動に
対し補助金等を交付することに
より、学校給食の質の向上と円
滑化を図る。

１校　８，０００円 ○ 小学校　19校

公立小・中学校にお
ける教育研究活動に
対する補助金等の交
付に関する事務要領

152,000 0 0 0 152,000
教育部
学校運営課

　　　　　　　　43



事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

298
東京都小学校給食教
育研究会負担金

学校給食の研究並びに普及発
展を目的とする。

１校　９００円 ○ 小学校　19校
東京都小学校給食教
育研究会会則

17,100 0 0 0 17,100
教育部
学校運営課

299
日本スポーツ振興セン
ター掛金

学校安全の普及充実を図るとと
もに義務教育諸学校等の管理
下における児童生徒の負傷疾
病、障害又は死亡に関し、必要
な給付を行いもって学校教育の
円滑な実施に資する。

掛金
一般・準要保護１人当たり945
円
要保護　　１人当たり　　65円
掛金控除（対象者１人当たり）
準要保護230円     要保護10
円

○
中学生3,880
人

独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター
法

3,575,910 0 0 0 3,575,910
教育部
学校運営課

300
東京都養護教諭研究
会負担金

学校保健の研究並びに普及発
展を目的とする。

1校につき　１，８００円 ○ 中学校　9校
東京都養護教諭研究
会会則

16,200 0 0 0 16,200
教育部
学校運営課

301
東京都学校保健会負
担金

東京都における学校保健に関
する調査研究の充実と学校保健
思想の普及啓発を図る。

1校につき　２，０００円 ○ 中学校　9校
財団法人東京都学校
保健会寄附行為施行
規則

18,000 0 0 0 18,000
教育部
学校運営課

302 牛乳保存食代助成費
学校給食の安全を期するため、
費用を負担することにより給食事
業の円滑な運営を図る。

牛乳給食実施校のうち、保存
食として1回につき1本を保存し
ている学校に対して助成する。

牛乳１本当たり購入単価 ○
中学校　2校
（田無第二
中・青嵐中）

西東京市立小中学校
給食に係る検査用保
存食代助成費交付要
綱

12,356 0 0 0 12,356
教育部
学校運営課

303
社会教育関係団体補
助金

団体が行う事業の経費の一部を
補助し、社会教育の発展を図
る。

市民を対象とする講習会、発
表会、展示会等、調査・研究資
料作成等の事業に要する経費
補助

各団体の事業内容、予算規模
に応じて1団体1事業、対象経
費の2分の１以内で20万円を限
度とし、予算の範囲で補助す
る。

○ ５団体

社会教育法第１３条
西東京市補助金交付
要綱
西東京市社会教育関
係団体補助金交付要
綱

493,000 0 0 0 493,000
教育部
社会教育課

304
都市社会教育委員連
絡協議会分担金

都市社会教育委員連絡協議会
の運営のため経費を分担する。

都市社会教育連絡協議会の
分担金

一市町　25,000円 ○ 1団体
都市社会教育委員連
絡協議会会則

25,000 0 0 0 25,000
教育部
社会教育課
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平成19年度
決算額

305
関東甲信越静社会教
育委員研究大会参加
負担金

社会教育委員の研修のため、関
東甲信越静社会教育委員連絡
協議会が主催する研究大会の
経費に充てる。

関東甲信越静社会教育委員
研究大会への参加負担金

大会参加費　１人　3,500円 ○ 1団体
関東甲信越静社会教
育委員研究大会開催
要項

17,500 0 0 0 17,500
教育部
社会教育課

306
市指定文化財保存経
費補助金

文化財の保存、保護、継承、育
成及び活用を図り、郷土文化意
識の高揚に寄与する。

市が指定した文化財の管理運
営及び事業に要する経費補助

対象経費２分の１以内で、予算
の範囲で補助する。

○ 1団体
西東京市文化財保存
に係る補助金交付要
綱

151,000 0 0 0 151,000
教育部
社会教育課

307
東京都市多摩郷土誌
フェアー負担金

多摩各市が発行している郷土誌
関係の出版物を集めて展示・有
料頒布し普及を図る。

立川市内の書店を一画を３日
間借り上げ展示販売を行なう。

負担金
１自治体あたり15,000円

○ 1団体
東京都市社会教育課
長会文化財部会にて
負担金額を決定

15,000 0 0 0 15,000
教育部
社会教育課

308
社会体育（スポーツ）関
係団体事業補助金

社会体育（スポーツ）関係団体
が行なう事業経費の一部を補助

市民を対象とする講習会、大
会、競技会等を実施する事業

法消費・消耗品費・印刷製本
費・役務費・使用料及び賃借
料の対象経費の1/2を限度

○
申請団体 2
件

スポーツ振興法第２２
条・西東京市補助金
交付要綱・西東京市
社会体育（スポーツ）
関係団体に対する補
助金交付要綱

176,636 0 0 0 176,636
教育部
スポーツ振興課

309
スポーツ振興事業補助
金

市民のスポーツ活動に対し、補
助金を交付し社会体育の振興を
図る

国際大会・全国大会・関東大
会等に参加する経費の一部を
補助

交通費・宿泊費 ○ ○
申請者

団体 3件

西東京市スポーツ振
興基金条例第５条・西
東京市スポーツ振興
事業補助金交付要綱

70,000 0 0 70,000 0
教育部
スポーツ振興課

310
市民スポーツまつり事
業補助金

市民一人一人がスポーツのきっ
かけづくりと地域の活性化を図る

運動会を中心として市民に親
しみやすいイベント等を実施

会場設営・音響・備品借用・運
動用品借用・参加賞・役員弁
当・ごみ処理費・印刷製本費・
通信費

○ 団体 1件

西東京市補助金交付
要綱・西東京市民ス
ポーツ祭り補助金交
付要綱

1,425,000 0 0 0 1,425,000
教育部
スポーツ振興課

311
市町村総合体育大会
負担金

実行委員会の準備、運営に関わ
る経費の一部負担

市町村の共同開催として、総
合体育大会をブロックに分け実
施する

負担金 ○ 団体　１件
東京都市町村総合体
育大会実施要項

310,000 0 0 0 310,000
教育部
スポーツ振興課
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312
東京都体育指導委員
協議会負担金

体育指導委員の資質の向上と
機能の強化を図り、協調体制の
確立を目的とし、スポーツ振興
に寄与する

体育指導委員の資質の向上を
図るため、研究大会、その他研
究協議会等の開催に要する費
用

負担金 ○ 団体　１件
東京都体育指導委員
協議会会則

50,000 0 0 0 50,000
教育部
スポーツ振興課

313 第１０ブロック分担金
地域における体育指導委員の
充実と相互の連絡体背を図る

地域住民のスポーツニーズに
応える体育指導員の活動と役
割についての調査研究する

分担金 ○ 団体　１件
第１０ブロック体育指
導委員研究会開催要
項

10,000 0 0 0 10,000
教育部
スポーツ振興課

314 講習会派遣負担金

関東体育指導委員協議会及び
東京都体育指導委員協議会が
主催する講習会に参加し、体育
指導委員の資質向上を図る

関東体育指導委員協議会及
び東京都体育指導委員協議
会が主催する講習会に要する
費用

講習会参加費 ○ 個人　１件
西東京市体育指導委
員に関する規則

20,900 0 0 0 20,900
教育部
スポーツ振興課

315
総合型地域スポーツク
ラブ補助金

スポーツクラブの運営を円滑に
推進し、地域住民のコミュニティ
の形成に資する

総合型地域スポーツクラブ活
動支援

諸謝金・旅費・借料及び損料・
賃金・印刷製本費・備品・消耗
品費・通信運搬費・会議費・雑
役務費

○ 団体　１件
西東京市総合型地域
スポーツクラブ運営費
補助金交付要領

4,575,000 0 0 0 4,575,000
教育部
スポーツ振興課

316
西東京市体育協会運
営費補助金

西東京市のスポーツ振興と市民
の健康の保持・増進及び体力の
向上を図る

西東京市におけるスポーツ・レ
クリエーションの普及、振興、
向上等に寄与し、かつ、公益
性を有する事業

報償費・賃金・消耗品費・印刷
製本費・通信費・保険料・使用
料及び賃借料・分担金及び負
担金。育成費

○ 団体　１件
西東京市体育協会補
助金交付要綱

1,969,000 0 0 0 1,969,000
教育部
スポーツ振興課

317

全国公民館研究集会
兼関東甲信越静公民
館研究大会参加負担
金

社会教育施設としての公民館の
役割や必要性、あり方について
研究協議し、公民館の位置付け
を確かなものにするために開催
する。

関東甲信越静公民館連絡協
議会会則第４条の規定に基づ
く研究大会の経費に充てる。

参加負担金　１人4,000- 〇 １団体

関東甲信越静公民館
連絡協議会会則
関東甲信越静公民館
研究大会開催要項

公運審委員
32,000

公民館職員
36,000

0 0 0 68,000
教育部
公民館

318
東京都公民館研究大
会参加負担金

社会教育施設としての公民館の
役割や必要性、あり方について
研究協議し、公民館の位置付け
を確かなものにするために開催
する。

東京都公民館連絡協議会規
約第４条の規定に基づく研究
大会の経費に充てる。

参加負担金　１人1,000- 〇 １団体

東京都公民館連絡協
議会規約
東京都公民館研究大
会要項

公運審委員
13,000

公民館職員
27,000

0 0 0 40,000
教育部
公民館
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319
東京都公民館連絡協
議会分担金

公民館の連絡連携及び公民館
体制・活動の発展を図り、もって
文化の発展に寄与する。

東京都公民館連絡協議会の
運営のための経費に充てる。

市均等割分　20,000-
  １館分（保谷）
公民館数割　25,000-
  @5,000×5（分館)

〇 １団体
東京都公民館連絡協
議会規約
同分担金納入規程

45,000 0 0 0 45,000
教育部
公民館

320
(社）日本図書館協会
負担金

日本図書館協会が発行する雑
誌及び図書館に関する情報提
供に対する負担金

日本図書館協会発行の「図書
館雑誌」「日本の図書館」等の
資料提供及び図書館に関する
情報提供

○ 1団体
（社）日本図書館協会
定款

50,000 0 0 0 50,000
教育部
図書館

321
東京都市町村立図書
館長協議会負担金

東京都市町村立図書館職員の
図書館大会及び職員研究会等
に対する負担金

東京都市町村立図書館大会
運営費及び講師謝礼等の助
成

○ 1団体
東京都市町村立図書
館長協議会規約

9,000 0 0 0 9,000
教育部
図書館

322 菅平区費
少年自然の家の地区の区政運
営に必要な区費を負担し、菅平
地区の発展に貢献する。

上田市（全238地区）の地区内
に建物を所有する者(区民)は、
毎年区費が割当徴収され、各
地区の諸事業の運営経費に充
てられる。

○ 1団体 菅平区規約 71,100 0 0 0 71,100
教育部
菅平少年自然
の家

323 菅平寮組合費

少年自然の家が属する菅平高
原の寮組合の運営経費を負担
し、菅平高原の観光振興と地域
社会の発展のために貢献する。

菅平高原にある寮や保養施設
等は、必ず旅館組合か寮組合
に加入して組合費を負担し、菅
平高原の観光振興等のために
協力する。

○ 1団体 菅平高原寮組合規約 133,770 0 0 0 133,770
教育部
菅平少年自然
の家

324
全国市議会議長会負
担金
（議会活動費）

地方自治体の本旨に沿い、都市
の興隆発展を図ることを目的と
する。

１ 地方自治の拡充強化に関す
る方策の樹立
２ 本会の意思を国会、政府そ
の他の関係方面に反映させる
ための措置
３ 地方自治に影響を及ぼす法
律又は政令その他の事項に関
し、地方自治法に基づく内閣
に対する意見の申出又は国会
への意見書の提出
４ 市議会の制度及び運営並び
に都市行財政に関する調査研
究
５ 地方自治についての情報資
料の収集作成及び配布
６ 中央地方相互間の連携
７ その他必要な事項

均等割　340,000円
人口割　379,000円

○ １団体
全国市議会議長会会
則
及び同施行規則

719,000 0 0 0 719,000 議会事務局
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325
関東市議会議長会負
担金
（議会活動費）

関東各市議会が協同して地方
自治の確立と都市の興隆発展を
図ることを目的とする。

１ 地方自治の拡充強化に関す
る調査研究
２ 都市の興隆発展に関する調
査研究
３ 市議会の制度及び運営に関
する調査研究
４ 会員都市の議員の福利厚
生・親善事業
５ 前各号の実現を図るための
必要な活動
６ その他必要な事項

各市負担金　　50,000円
総会事務費負担金
　　　　　　　12,000円
総会出席者負担金
　　　　　　　7,000円
※平成19年度は、総会欠席の
ため、出席者負担金は支出し
ていない。

○ ○ １団体・１人
関東市議会議長会会
則

62,000 0 0 0 62,000 議会事務局

326
東京都北多摩議長連
絡協議会負担金
（議会活動費）

地方自治の本旨にそい、相互の
連携のもとに各都市の発展を図
ることを目的とする。

１　東京都市議会議長会への
意見具申、提言等の処置
２　会員都市間の相互連帯、情
報交換及び資料の作成
３　南多摩市議会議長会及び
西多摩市議会議長会との相互
連帯、情報交換
４　その他必要な事項

各市負担金　　10,000円 ○ １団体
東京都北多摩議長連
絡協議会会則

10,000 0 0 0 10,000 議会事務局

327
東京都市議会議長会
負担金
（議会活動費）

地方自治の本旨にそい、相互の
連携のもとに各都市の発展を図
ることを目的とする。

１　地方自治の拡充強化に関
する調査研究立案
２　都市行財政に関する調査
研究
３　市議会の制度及び運営に
関する調査研究
４　本会の意思を関係方面に
反映させるための措置
５　会員都市間の相互連携、情
報交換及び資料の作成配布
６　会員都市の議員及び事務
局職員研修
７　その他必要な事項

各市負担金　 150,000円 ○ ○ １団体
東京都市議会議長会
会則

150,000 0 0 0 150,000 議会事務局

328
東京都市区議会議長
会負担金
（議会活動費）

関東及び全国市議会議長会を
通じた国等への要望、意見具申
を行うとともに、地方自治の本旨
に沿い、相互の連携のもとに調
査研究及び連絡調整を行い、
もって各市区の発展に資するこ
とを目的とする。

１　地方自治の拡大強化に関
する調査研究立案
２　都市行財政に関する調査
研究
３　市区議会の制度及び運営
に関する調査研究
４　本会の意思を関係方面に
反映させるための措置
５　会員市区間の相互連携、情
報交換及び資料の作成配布
６　会員市区の議員及び事務
局職員研修
７　その他必要な事項

各市負担金　　14,000円 ○ ○ １団体・１人
東京都市区議会議長
会会則

14,000 0 0 0 14,000 議会事務局

329

三多摩上下水及び道
路建設促進協議会負
担金
（議会活動費）

三多摩地区の上下水道及び道
路建設促進を図ることを目的と
する。

１　三多摩地区の上下水道及
び道路建設に関する調査研究
２　前項の調査研究の結果を
実現するための必要な諸般の
活動
３　その他会の目的達成に必
要な事項

各市負担金　　40,000円 ○ １団体
三多摩上下水及び道
路建設促進協議会規
約

40,000 0 0 0 40,000 議会事務局
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330
全国都市問題会議出
席者負担金
（議会活動費）

市長や学識経験者の経験や研
究成果の報告及び事例紹介等
により、都市行政の将来像につ
いて議論を深めることを目的とす
る。

全国市長会、東京市政調査
会、日本都市センター及び静
岡市の主催
　テーマ「分権時代の都市とひ
と　地域力・市民力」

１人　10,000円
(２人/20,000円)

○ ２人

主催：全国市長会・
(財)東京市政調査会・
(財)日本都市セン
ター・静岡市
協賛：(財)全国市長会
館
根拠：開催要領

20,000 0 0 0 20,000 議会事務局

331
全国都市問題会議出
席者負担金
（事務局運営管理費）

市長や学識経験者の経験や研
究成果の報告及び事例紹介等
により、都市行政の将来像につ
いて議論を深めることを目的とす
る。

同上 １人　10,000円 ○ １人

主催：全国市長会・
(財)東京市政調査会・
(財)日本都市セン
ター・札幌市
協賛：(財)全国市長会
館
根拠：開催要領

10,000 0 0 0 10,000 議会事務局

332
政務調査費
（議会活動費）

市議会議員の調査研究に資す
るための必要な経費の一部とし
て交付する。

各会派及び無所属議員のスタ
ンスにたち、先進事例の研究
等目的に応じた経費の一部と
して補助し、実績報告に基づく
成果を挙げている。

１人当たり　月額20,000円
※議員数　30人

○ ○ ７会派（30人）
西東京市議会政務調
査費の交付に関する
条例

6,588,811 0 0 0 6,588,811 議会事務局

333
関東市議会事務局職
員研修会負担金
（事務局運営管理費）

議会事務局職員を対象とした研
修会

平成19年度研修テーマ
１　「地方自治体職員の人的資
源開発～人間関係構築力に
活用するコミュニケーションの
基礎」
２　「分権改革と地方財政改革
の課題」

１人　2,000円 ○ １人
関東市議会議長会会
則

2,000 0 0 0 2,000 議会事務局

334
全国市区選挙管理委
員会連合会負担金

運営に要する経費は、負担金
（分担金）等をもって充てられ、
市区選挙管理委員会の業務の
円滑な運営、選挙の管理執行及
び選挙啓発等の改善研究を図
る

会員市区相互間及び支部相
互間の連絡調整・機関誌その
他選挙に関する図書及び資料
の刊行・研究会、講習会等の
開催に関すること等

(平成14年3月31日住基人口
×17銭)＋均等割1市区19,000
円
東京支部分担金
　1市5,000円
理事会及び研修会負担金

○ 1団体
全国市区選挙管理委
員会連合会規約

54,400 0 0 0 54,400
選挙管理委員
会事務局

335
東京都市選挙管理委
員会連合会負担金

運営に要する経費は、各市の負
担金及びその他の収入をもって
充てられ、選挙の管理執行及び
啓発宣伝に資すると共に会員相
互の連携を密にしもって会の充
実発展を図る

選挙に関する法規の調査研
究・選挙及び啓発に関する情
報の収集交換、相互間の連絡
協力・会員及び事務局職員の
研修に関すること等

(平成18年4月1日住基人口
×10銭)＋均等割1市65,000円

○ 1団体
東京都市選挙管理委
員会連合会会則

83,800 0 0 0 83,800
選挙管理委員
会事務局

336
東京都市明るい選挙推
進協議会連合会負担
金

運営に要する費用は、負担金及
びその他の収入をもって充てら
れ、各市の明るい選挙の推進運
動に協力し、会員相互の連絡調
整をはかり選挙の明朗化の推進
を図る

明るい選挙推進に関する企
画、研究、研修、調査、情報資
料の収集及び配布に関するこ
と等

1市　5,000円 ○ 1団体
東京都市明るい選挙
推進協議会連合会会
則

5,000 0 0 0 5,000
選挙管理委員
会事務局
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事 業 内 容 補 助 内 容 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
№ 事業名称 事 業 目 的

内　容

平 成 19 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

財源内訳
所　管　課

（単位：円）

支出の対象 支出の根拠（法
令 ・ 規 約 等 ）

平成19年度
決算額

337
明るい選挙推進委員会
活動費補助金

公正且つ自主的な明るい選挙
の運営に協力し、市民の政治意
識の向上に努めて、民主主義政
治の健全な発展に寄与する

話しあい事業を中心として、講
演会及び研修会の開催、広報
紙（白ばら）作成、啓発、宣伝
に関すること等

毎年度予算の範囲内において
市長が別に定める

○ 1団体
西東京市明るい選挙
推進委員会活動費補
助金交付要綱

198,487 0 0 0 198,487
選挙管理委員
会事務局

338
全国都市監査委員会
負担金

全国都市監査委員相互の連絡
を密にし、監査委員制度の円滑
なる運営とその健全なる発達を
図ることをもって目的とする。

1　都市監査委員相互の意思
のそ通及び連絡
2　監査委員制度に関し、関係
官庁その他への陳情、請願及
び意見の上申
3　監査に関する研修会、講演
会の開催
4　監査に関する調査研究資料
等の発表交換
5　その他必要なこと

○ １団体
全国都市監査委員会
会則

50,000 0 0 0 50,000
監査委員事務
局

339
関東都市監査委員会
負担金

関東都市監査委員相互の連絡
と、監査委員制度の進歩発展を
図ることをもって目的とする。

1　監査に関する調査、研究の
発表並びに資料の交換
2　監査に関する研修会、講演
会の開催
3　監査委員並びに補助職員
の表彰
4　その他この会の目的達成に
必要な事業

〇 １団体
関東都市監査委員会
規約

22,000 0 0 0 22,000
監査委員事務
局

340
東京都都市監査委員
会負担金

東京都市監査委員相互の連け
いを密にして、監査委員制度の
円滑な運営を図ることを目的と
する。

1 監査に関する調査、研究会
及び発表並びに資料の交換
2　監査に関する研究会及び講
演会の開催
3　監査委員の表彰
4　その他この会の目的達成に
必要な事業

〇 １団体
東京都都市監査委員
会規約

26,000 0 0 0 26,000
監査委員事務
局

341
東京都農業会議賛助
員拠出金

農業及び農民に関し、広汎な業
務を行う法人である農業会議の
運営の適正化を期すために、賛
助員制度を確立した。

東京都農業会議会則に従い区
市町村賛助員協議会におい
て、決定する。

○ 1団体
農業委員会等に関す
る法律

390,000 0 0 0 390,000
農業委員会事
務局

342
北多摩地区農業委員
会連合会負担金

農地法等の事務を行う行政委員
会として、共通の問題を調査・研
究することを目的とする。。

市町村の農家個数及び農地
面積の割合で決定する。

○ 1団体
北多摩地区農業委員
会連合会規約

152,000 0 0 0 152,000
農業委員会事
務局

343
全国公平委員会連合
会負担金

委員会相互の連絡を緊密にし、
協力して公平制度の円滑な運営
を図る。

委員会相互の連絡を密にし、
研修等を行う。

年会費　45,000円
研究会負担金　2,500円×4人
総会負担金　2,000円×3人

○ 1団体
全国公平委員会連合
会規約

61,000 0 0 3,787 57,213 公平委員会
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平成19年度
決算額

344
全国公平委員会連合
会関東支部負担金

委員会相互の連絡を密にし、協
力して公平制度の円滑な運営を
図る。

委員会相互の連絡を密にし、
研修等を行う。

年会費　18,000円
研究会負担金　5,000円×1人

○ 1団体
全国公平委員会連合
会関東支部規約

23,000 0 0 1,428 21,572 公平委員会

345
東京都公平委員会連
合会負担金

委員会相互の連絡を密にし、研
修等を行い人事公平制度の円
滑な運営を図る。

委員会相互の連絡を密にし、
研修等を行う。

年会費　23,000円
第1回研究会1,500円×3人
第2回研究会2,000円×1人

○ 1団体
東京都公平委員会連
合会規約

29,500 0 0 1,831 27,669 公平委員会
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